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Topics　令和 2 年度 住宅リフォームに関するトピックス

国の政策＜住生活基本計画(全国計画)の見直し＞
住生活基本計画（全国計画）は、「住生活基本法」（平成18年法律第61号）に基づき、国民の住生活の安定の確保及び向上

の促進に関する基本的な計画として策定されている。住生活基本計画は、計画期間を10年間として策定し、おおむね5年
後に見直し、変更を行うこととしている。

次回の変更（令和３年３月めど）に向けて、社会資本整備審議会住宅宅地分科会で検討を行う。下記が計画見直しの概
要とスケジュール、および主要項目。令和２年10月時点。

住生活基本計画（全国計画）の見直しについて

「住宅建設五箇年計画」 （閣議決定）

「住生活基本計画」 （閣議決定）

住宅建設計画法（昭和41年法律第100号）に基づき、昭和41年度より
8次にわたり策定され、5年ごとの公的住宅の建設戸数目標を位置付け。

住生活基本法（平成18年法律第61号）に基づき、平成18年９月に策定され、
これまでに３度、おおむね５年ごとに変更。

（平成21年3月一部変更、平成23年3月全部変更、平成28年3月全部変更）

○住生活基本計画（全国計画）（平成 年 月 日閣議決定）（抄）
第４ 施策の総合的かつ計画的な推進 （５）政策評価の実施と計画の見直し

② 政策評価や社会経済情勢の変化等を踏まえて、おおむね５年後に計画を見直し、所要の変更を行う。

○住生活基本法（平成 年法律第 号）（抄）
第一条 この法律は、住生活の安定の確保及び向上の促進に関する施策について、基本理念を定め、並びに国及び地方公共団体並びに住宅

関連事業者の責務を明らかにするとともに、基本理念の実現を図るための基本的施策、住生活基本計画その他の基本となる事項を定める
ことにより、住生活の安定の確保及び向上の促進に関する施策を総合的かつ計画的に推進し、もって国民生活の安定向上と社会福祉の増
進を図るとともに、国民経済の健全な発展に寄与することを目的とする。

第十五条 （略）
３ 国土交通大臣は、全国計画の案を作成し、閣議の決定を求めなければならない。
４ 国土交通大臣は、前項の規定により全国計画の案を作成しようとするときは、あらかじめ、（略）社会資本整備審議会及び都道府県の

意見を聴かなければならない。
６ 前三項の規定は、全国計画の変更について準用する。

新たな住宅政策への転換

住宅の「量の確保」から

住生活の「質の向上」へ

社会経済情勢の著しい変化

住宅ストックの量の充足

少子高齢化､人口減少

「住生活基本計画」の見直し

住生活基本計画は、計画期間を10年間として策定し、おおむね5年後に見直し、変更を行うこととしている。
次回の変更（令和３年３月めど）に向けて、社会資本整備審議会住宅宅地分科会で検討を行う。

計画見直し

住生活基本計画（全国計画）の見直しスケジュール

令和元年 月 日 第 回住宅宅地分科会 ・我が国の住生活をめぐる状況の変化等について

月 日 第 回住宅宅地分科会 ・住生活基本計画に基づく主な施策の取組状況等について
・見直しにあたっての主な論点について

月 日 住宅宅地分科会勉強会（第１回） ・個別論点（ストックの視点）

月 日 第 回住宅宅地分科会 ・個別論点（ストックの視点）

令和２年 月 日 住宅宅地分科会勉強会（第２回） ・個別論点（居住者の視点）

月 日 第 回住宅宅地分科会 ・個別論点（居住者の視点）

月 日 住宅宅地分科会勉強会（第３回） ・個別論点（産業・新技術の視点）（まちづくりの視点）

月 日 第 回住宅宅地分科会 ・個別論点（産業・新技術の視点）（まちづくりの視点）

月 日 第 回住宅宅地分科会 ・中間とりまとめ（案）のたたき台について

月 日 第 回住宅宅地分科会 ・中間とりまとめ（案）について

中間とりまとめ

月頃 第 回住宅宅地分科会 ・新しい住生活基本計画（全国計画）（案）について

＜パブリックコメント・都道府県意見聴取＞

令和３年 月 第 回住宅宅地分科会 ・新しい住生活基本計画（全国計画）（案）について

月 閣議決定

計画見直し

Topics　令和2年度 住宅リフォームに関するトピックス
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Topics　令和 2 年度 住宅リフォームに関するトピックス

出典：一般社団法人住宅リフォーム推進協議会「住宅の長寿命化リフォームシンポジウム資料」
詳細は右記URLより：http://www.j-reform.com/web-seminars/pdf/reform_koen2.pdf

新たな住生活基本計画の主要な項目（案）

住宅政策を
取り巻く現状

⑴人口減少、少子高齢化の進展。住宅ストック数が総世帯数を大きく上回る

⑵ 共働き世帯・ひとり親世帯・高齢者世帯の増加

⑶ 新型コロナウイルス感染症の感染拡大を契機に、働き方やライフスタイルが大きく変化

⑷ 我が国全体で約４分の１の世帯が何らかの災害リスクの高い地域に居住

⑸ 空き家のうち賃貸・売却用等以外の「その他の住宅」が20年間で約２倍に増加

「居住者」の視点

① 子どもを産み育てやすい住まいの実現
② 高齢者が住み慣れた地域で自立して暮らし続けられる住生活の実現
③ 住宅確保要配慮者が安心して暮らせる居住環境の整備
④ 多様な住民や世代が支え合い、いきいきと安心して暮らせる地域共生社会づくり

「まちづくり」の視点
⑨ 将来にわたって災害に強い居住空間の実現
⑩ 持続可能で賑わい・うるおいのある住宅地の形成

「ストック」の視点

⑤ 将来世代に継承できる良質な住宅ストックの形成・更新
⑥ 良質なストックが市場で評価され、循環するシステムの構築
⑦ 魅力の向上や長寿命化に資する既存ストックのリフォーム・リノベーションや

建替え等の推進
⑧ 空き家の状況に応じた適切な管理・再生・活用・除却の一体的推進

⑪ 居住者の利便性や豊かさを向上させる住生活産業の発展
⑫ 柔軟な働き方や新技術の活用による新しい住まい方の実現

「産業･新技術」の視点

第53回住宅宅地分科会（8月31日）
[資料6]中間とりまとめ（案）をもとに作成

計画見直し
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Topics　令和 2 年度 住宅リフォームに関するトピックス

＜建築物のエネルギー消費性能の向上に関する法律の一部を改正する法律＞
建築物のエネルギー消費性能の向上に関する法律の一部を改正する法律について、概要は下記のとおり。

エネルギー消費シェアの推移

産業

業務・
家庭

運輸

○ 我が国のエネルギー需給構造の逼迫の解消や、地球温暖化対策に係る｢パリ協定｣の目標＊達成のため、
住宅・建築物の省エネ対策の強化が喫緊の課題

＊我が国の業務・家庭部門の目標 年度 ：温室効果ガス排出量約 割削減 年度比
＊本法に基づく段階的な措置の強化は、「地球温暖化対策計画 閣議決定 」「エネルギー基本計画 閣議決定 」における方針を踏まえたもの

⇒ 住宅・建築物市場を取り巻く環境を踏まえ、規模・用途ごとの特性に応じた
実効性の高い総合的な対策を講じることが必要不可欠

大手住宅事業者の供給する戸建住宅等へのトップランナー制度の全面展開
大手ハウスメーカー等の供給する戸建住宅等について、トップランナー基準への適合を徹底
○建売戸建住宅を供給する大手住宅事業者に加え、注文戸建住宅・賃貸アパートを供給する大手住宅事業者を対象に、トップランナー基準（省

エネ基準を上回る基準）に適合する住宅を供給する責務を課し、国による勧告・命令等により実効性を担保

建築物のエネルギー消費性能の向上に関する法律の一部を改正する法律

省エネ性能向上のための措置例

太陽光発電

高効率給湯断熱材

ペアガラス
二重サッシ

日差しを遮る庇

背景・必要性

＜その他＞ ○ 気候・風土の特殊性を踏まえて、地方公共団体が独自に省エネ基準を強化できる仕組みを導入 等

オフィスビル等に係る措置の強化
建築確認手続きにおいて省エネ基準への適合を要件化
○省エネ基準への適合を建築確認の要件とする建築物の対象を拡大 延べ面積の下限を ㎡から ㎡に見直すことを想定

複数の建築物の省エネ性能を総合的に評価し、高い省エネ性能を実現しようとする取組を促進
○省エネ性能向上計画の認定（容積率特例）＊の対象に、複数の建築物の連携による取組を追加

（高効率熱源（コージェネレーション設備等）の整備費等について支援（※予算関連））

複数の建築物の連携による取組の促進

オ
フ
ィ
ス
ビ
ル
等

法律の概要

マ
ン
シ
ョ
ン
等

監督体制の強化により、省エネ基準への適合を徹底
○ 所管行政庁による計画の審査（省エネ基準への適合確認）を合理化（民間審査機関の活

用）し、省エネ基準に適合しない新築等の計画に対する監督（指示・命令等）体制を強化

マンション等に係る計画届出制度の審査手続の合理化

戸建住宅等に係る省エネ性能に関する説明の義務付け
設計者（建築士）から建築主への説明の義務付けにより、省エネ基準への適合を推進
○小規模 延べ面積 ㎡未満を想定 の住宅・建築物の新築等の際に、設計者 建築士 から建

築主への省エネ性能に関する説明を義務付けることにより、省エネ基準への適合を推進
戸
建
住
宅
等

＊新築等の計画が誘導基準に適合する場合に所管行政庁の
認定を受けることができる制度。認定を受けた場合には、
省エネ性能向上のための設備について容積率を緩和

公布日： 年 月 日

年 月 日施行

年 月 日施行

年 月 日施行

年 月 日施行

年 月 日施行

年 月 日施行

現行制度
建築物 住宅

大規模
（ ㎡以上）

適合義務
【建築確認手続きに連動】

届出義務
【 基準に適合せず、

必要と認める場合、
指示・命令等】中規模

（ ㎡以上
㎡未満）

届出義務
【 基準に適合せず、

必要と認める場合、
指示・命令等】

小規模
（ ㎡未満）

努力義務
【省エネ性能向上】

努力義務
【省エネ性能向上】

トップランナー制度※

【ﾄｯﾌﾟﾗﾝﾅｰ基準適合】

特定建築物

※大手住宅事業者について、トップランナー基準への適合状況が不十分であるなど、省エネ性能の向上を相当程度行う必要があると認める場合、国土交通大臣の勧告・命令等の対象とする。

建築物省エネ法における現行制度と改正法との比較（規制措置）

改正法
建築物 住宅

適合義務
【建築確認手続きに連動】

届出義務
【基準に適合せず、

必要と認める場合、
指示・命令等】

所管行政庁の審査手続
を合理化

⇒ 監督（指示・命令等）
の実施に重点化

適合義務
【建築確認手続きに連動】

努力義務
【省エネ基準適合】

＋
建築士から建築主への

説明義務

努力義務
【省エネ基準適合】

＋
建築士から建築主への

説明義務

特定建築物

トップランナー制度※
【ﾄｯﾌﾟﾗﾝﾅｰ基準適合】

対象の拡大
対象住宅 対象住宅

持家 建売戸建
持家

建売戸建
注文戸建

貸家 賃貸アパート
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Topics　令和 2 年度 住宅リフォームに関するトピックス

出典：一般社団法人住宅リフォーム推進協議会「住宅の長寿命化リフォームシンポジウム資料」
詳細は右記URLより：http://www.j-reform.com/web-seminars/pdf/reform_koen2.pdf

○複数建築物連携型プロジェクトの容積率特例制度の対象への追加
○マンション等に係る届出義務制度の審査手続の合理化
○注文戸建住宅及び賃貸アパートの住宅トップランナー制度の対象への追加

年 月 日：法公布後 ヶ月以内施行

審
議
経
過

施
行
ス
ケ
ジ
ュ
ー
ル

法律の審議経過と今後の施行予定等

○中規模のオフィスビル等の適合義務制度の対象への追加
○戸建住宅等における建築士から建築主への説明義務制度の創設
○気候・風土の特殊性を踏まえて、地方公共団体が独自に省エネ基準を強化できる仕組みを導入

年 月 日：法公布後２年以内施行

○概要説明会の開催等
○省エネ基準等の検討・公布

※ 省エネ小委員会建築物省エネ基準等 ・社会資本整備審議会建築物省エネ基準等小委員会合同会議で審議
※ 注文戸建住宅・賃貸アパートのトップランナー基準の制定のほか、法公布後２年以内施行に係る基準等の見直し

基準の簡素化・合理化）も実施予定
○政省令・告示の検討・公布

概要周知・施行に向けた準備等

○オンライン講座の開設等
○政省令の公布（ 年 月 日公布）

詳細周知・施行に向けた準備等

年 月 日：閣議決定
月 日：衆議院において全会一致で可決
月 日：参議院において全会一致で可決・成立

年 月 日：法律の公布
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＜長期優良住宅化リフォーム推進事業＞
長期優良住宅化リフォーム推進事業は、性能向上を図るリフォームや三世代同居等の複数世帯の同居への対応に資する

リフォーム、及び適切なメンテナンスによる既存住宅ストックの長寿命化に資する優良な取組に対し、国が事業の実施に
要する費用の一部について支援する補助制度。下記は現状の長期優良住宅の普及促進に向けた課題と、長期優良住宅化リ
フォーム推進事業拡充案の概要。

出典：一般社団法人住宅リフォーム推進協議会「住宅の長寿命化リフォームシンポジウム資料」
詳細は右記URLより：http://www.j-reform.com/web-seminars/pdf/reform_koen2.pdf

長期優良住宅の普及促進に向けた課題と論点

共同住宅の
認定促進

○ 住棟単位で認定する効率的な仕
組みについて

【現状の課題】

新築住宅における長期優良住宅の認定割合は、

戸建て住宅が ％であるのに対し､共同住宅は

％である。

性能表示との
整合性確保

○ 住宅性能表示制度との一体的運
用の確保について

・ 長期優良住宅の長期使用構造等に関
する認定基準を住宅性能評価の枠組
みで評価することについて

【小委員会における論点（案）】

○ 建築行為を伴わない既存住宅を
認定する仕組みについて

流通時に評価され
る環境の整備

○ 長期優良住宅の建築・維持保全に関する計画を所管行政庁が認定
〇 認定を受けた住宅の建築にあたり、税制・融資の優遇措置や補助制度の適用が可能

現行制度の概要

○ 災害リスクに配慮した基準の追加

について
近年は全国各地で自然災害が発生し、甚大な

被害が発生。

時代のニーズに即
した基準の見直し

認定基準

・劣化対策、耐震性 等

住宅の長寿命化の
ために必要な条件

社会的資産として
求められる要件

・基礎的なバリアフリー性能
（共同住宅のみ）

・高水準の省エネルギー性能

その他必要とされる要件

・ 住環境への配慮 ・住戸面積・維持保全計画の提出

長く使っていく
ために必要な要件

新築・増改築を行う場合のみ認定対象として

おり、眠れる優良資産を評価・認定する仕組

みがない。

長期優良住宅の認定基準のうち、長期使用構造
等に関する部分の多くは、品確法に基づく評価方
法基準を引用しており、手続きの効率的な運用
が求められている。

長期優良見直し

長期優良住宅化リフォーム推進事業（拡充）

良質な住宅ストックの形成や、子育てしやすい生活環境の整備等を図るため、既存住宅の長寿命化や省エネ化等に資す
る性能向上リフォームや子育て世帯向け改修等に対する支援を行う。

効 果

○子育てしやすい
生活環境の整備

○良質な既存住宅ストックの
形成

○既存住宅流通・
リフォーム市場の活性化

【対象事業】

以下の①、②を満たすリフォーム工事

①インスペクションを実施し、維持保全計画・履歴を作成すること

②工事後に耐震性と劣化対策、省エネルギー性が確保されること

【補助率】 １／３

【限度額】 １００万円／戸

○長期優良住宅（増改築）認定を取得する場合 ２００万円／戸

さらに省エネ性能を向上させる場合 ２５０万円／戸

○三世代同居改修工事を併せて行う場合は、上記の限度額のほか、

５０万円／戸を上限として補助

○若者・子育て世帯が工事を実施する場合、または既存住宅を購入

し工事を実施する場合は、上記の限度額に、５０万円／戸を加算

事 業概要
赤字：R３年度拡充

○インスペクションの実施

○性能向上等 ・耐震性 ・劣化対策 ・省エネルギー性
・維持管理・更新の容易性 ・バリアフリー性 ・可変性

○維持保全計画・履歴の作成

○三世代同居改修○子育て世帯向け改修

〇テレワーク環境整備改修○防災性・レジリエンス性向上改修

○高齢期に備えた住まいへの改修

等

令和３年度概算要求：45億円 R３概算要求
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＜次世代住宅ポイント制度（令和２年８月31日終了）＞
令和元年の消費税10％引き上げに対し実施された次世代住宅ポイント制度は、ポイント発行受付が令和２年３月31日

で終了、新型コロナウイルス感染症の影響により事業者から受注や契約を断られるなど、期限内に契約できなかった方の
申請の受付は８月31日で終了した。

出典：国土交通省「次世代住宅ポイント制度について」
詳細は右記URLより：https://www.mlit.go.jp/jutakukentiku/house/jutakukentiku_house_tk4_000170.html

＜グリーン住宅ポイント制度（令和２年12月15日から令和３年10月31日までに
契約の締結等した方）＞

グリーン住宅ポイント制度は、グリーン社会の実現および地域における民需主導の好循環の実現等に資する住宅投資の
喚起を通じて、新型コロナウイルス感染症の影響により落ち込んだ経済の回復を図るため、一定の性能を有する住宅を取
得する方等に対して、「新たな日常」及び「防災」に対応した追加工事や様々な商品と交換できるポイントを発行する制度。
概要は下記の通り。

出典：国土交通省「グリーン住宅ポイント制度について」
詳細は右記URLより：https://www.mlit.go.jp/jutakukentiku/house/jutakukentiku_house_tk4_000181.html

高い省エネ性能を有する住宅を取得する者等に対して、商品や追加工事と交換できるポイントを発行することにより、グリーン社会の実現および地域における民需主導の好循環
の実現等に資する住宅投資を喚起し、新型コロナウイルス感染症の影響により落ち込んだ経済の回復を図る。

令和2年12月15日（閣議決定日）から令和3年10月31日までに契約を締結した一定の省エネ性能を有する住宅の新築（持家・賃貸）、一定のリフォームや既存住宅の購入が対象

グリーン住宅ポイント制度の概要

住宅の新築（持家）住宅の新築（持家）

既存住宅の購入（持家）既存住宅の購入（持家）

住宅の新築（賃貸）住宅の新築（賃貸）

対象住宅
発行ポイント

基本の場合 特例の場合＊

①高い省エネ性能等を有する住宅
（認定長期優良住宅、認定低炭素建築物、
性能向上計画認定住宅、ZEH）

40万Pt／戸 100万Pt／戸

②省エネ基準に適合する住宅
（断熱等級４かつ一次エネ等級４以上を満たす住宅）

30万Pt／戸 60万Pt／戸
＊特例の場合（以下のいずれかに該当）
・東京圏から移住※１するための住宅
・多子世帯※２が取得する住宅

・三世代同居仕様である住宅※３

・災害リスクが高い区域※４から移住するための住宅

対象住宅 発行ポイント

①空き家バンク登録住宅 30万Pt／戸
（住宅の除却を伴う
場合は45万Pt／戸）

②東京圏から移住※１するための住宅

③災害リスクが高い区域※４から移住するための住宅

④住宅の除却に伴い購入する既存住宅 15万Pt／戸

対象住宅 発行ポイント

・高い省エネ性能を有する（賃貸住宅のトップランナー基準に適合）
全ての住戸の床面積が４０㎡以上の賃貸住宅

10万Pt／戸

住宅のリフォーム（持家・賃貸）住宅のリフォーム（持家・賃貸）

※既存住宅を購入しリフォームを行う場合、各リフォームのポイントを２倍カウント
※上記算定特例を除いた発行ポイント数が５万 未満のものはポイントの発行対象外

い
ず
れ
か
必
須

任
意

・「新たな日常」、 「環境」、「安全・安心」、「健康長寿・高齢者対応」、「子育て支援、働き方改革」、「地域振興」に資する商品
・「新たな日常」（テレワークや感染症予防）及び「防災」に対応した追加工事

対象工事等 発行ポイント数

断熱改修

窓・ドア

ガラス 0.2～0.7万Pt／枚
内外窓 1.3～2万Pt／箇所
ドア 2.4, 2.8万Pt／箇所

外壁、屋根・
天井又は床

外壁 5, 10万Pt／戸
屋根・天井 1.6, 3.2万Pt／戸
床 3, 6万Pt／戸

エコ住宅
設備

太陽熱利用システム、高断熱浴槽、高効率給湯器 2.4万Pt／戸
節水型トイレ 1.6万Pt／台
節湯水栓 0.4万Pt／台

耐震改修 15万Pt／戸

バリアフリー
改修

手すり 0.5万Pt／戸
段差解消 0.6万Pt／戸
廊下幅等拡張 2.8万Pt／戸
ホームエレベーター設置 15万Pt／戸
衝撃緩和畳の設置 1.7万Pt／戸

リフォーム瑕疵保険等への加入 0.7万Pt／契約

※１）東京圏から移住：一定期間、東京23区内に在住又は東京圏（東京都、埼玉県、千葉県、神奈川県）（条件不利地域を除く）に在住し東京23区内へ通勤している者が行う東京圏（条件不利地域を除く）以外への移住
※２）多子世帯：18歳未満の子３人以上を有する世帯 ※３）三世代同居仕様である住宅：調理室、浴室、便所又は玄関のうちいずれか２つ以上が複数箇所ある住宅
※４）災害リスクが高い区域：土砂法に基づく土砂災害特別警戒区域又は建築基準法に基づく災害危険区域（建築物の建築の禁止が定められた区域内に限る）
※５）若者世帯：40歳未満の世帯、 ※６）子育て世帯：18歳未満の子を有する世帯

発行ポイント数 ： １戸あたり上限30万Pt
【上限特例①】 若者・子育て世帯※５※６がリフォームを行う場合、上限を45万Ptに引上げ

（既存住宅の購入を伴う場合は、上限60万Ptに引上げ）
【上限特例②】 若者・子育て世帯以外の世帯で、安心Ｒ住宅を購入しリフォームを行う場合、

上限を45万Ptに引上げ

１ 制度の目的・概要１ 制度の目的・概要

２ ポイントの発行２ ポイントの発行

３ ポイントの交換対象商品等３ ポイントの交換対象商品等

※住宅の新築（賃貸）は追加工事のみ
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＜住宅リフォーム事業者団体登録制度＞
住宅リフォーム事業者団体登録制度は、消費者が安心して事業者を選び、リフォームを行うことができる環境を整える

ために国土交通省によって創設された制度。登録団体は以下のような一定の要件を満たすリフォーム事業者の団体（16団
体：2021年1月）。
【登録団体の特徴】
✓ 消費者からの相談窓口を設置している
✓ 会員事業者への研修などを行っている　など
現在の登録事業者は下図の通り。

令和3年2月25日現在
登録
番号 名　　　　称 登録（更新）年月日 URL

1 一般社団法人マンション計画修繕施工協会 平成29年 9 月19日 https://www.mks-as.net/
2 一般社団法人日本住宅リフォーム産業協会 平成30年 1 月 9 日 https://www.jerco.or.jp/
3 日本木造住宅耐震補強事業者協同組合 平成30年 3 月20日 https://www.mokutaikyo.com/
4 一般社団法人リノベーション協議会 平成30年 4 月16日 https://www.renovation.or.jp/
5 一般社団法人ベターライフリフォーム協会 平成30年 5 月18日 http://www.blr.or.jp/
6 一般社団法人日本塗装工業会 平成30年 5 月18日 https://www.nittoso.or.jp/
7 一般社団法人リフォームパートナー協議会 平成31年 2 月19日 http://recaco.net/
8 一般社団法人全建総連リフォーム協会 令和元年 7 月27日 http://www.zenrikyo.or.jp/
9 一般社団法人　住生活リフォーム推進協会 令和 2 年 4 月 6 日 https://horp.jp/
10 一般社団法人JBN・全国工務店協会 平成29年11月 9 日 https://www.jbn-support.jp/
11 一般社団法人住宅リフォーム推進サポート協議会 平成30年 6 月27日 http://jusuikyou.or.jp/
12 一般社団法人住活協リフォーム 平成30年 9 月18日 http://www.jkk-r.or.jp/
13 一般社団法人全国古民家再生協会 平成30年10月22日 http://www.g-cpc.org
14 一般社団法人木造住宅塗装リフォーム協会 平成30年11月 6 日 https://www.mokutokyo.jp
15 一般社団法人ステキ信頼リフォーム推進協会 平成31年 4 月26日 http://www.anr.or.jp/
16 一般社団法人日装連リフォーム推進協議会 令和 2 年 8 月 3 日 https://www.nichirikyo.com/

ロゴマーク（商標登録済み）

出典：国土交通省「住宅リフォーム事業者団体登録制度」
詳細は右記URLより：https://www.mlit.go.jp/jutakukentiku/house/jutakukentiku_house_tk4_000090.html
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＜住宅ストック維持・向上促進事業＞
国の良質住宅ストック維持・向上のための施策の概要は下記の通り。

出典：一般社団法人住宅リフォーム推進協議会「住宅の長寿命化リフォームシンポジウム資料」
詳細は右記URLより：http://www.j-reform.com/web-seminars/pdf/reform_koen2.pdf

○現在の住宅市場は、良質な住宅ストックが適正に評価されず、維持管理・リフォームを行うインセンティブが働かない悪循環構造にある。

○長期優良住宅、住宅性能表示、瑕疵保険、インスペクション、履歴等を活用し、住宅ストックの維持向上・評価・流通・金融等の仕組みを一体的に開
発・普及等する取組みに対し支援を行うことにより、良質な住宅ストックが適正に評価される市場の好循環を促す。

住宅ストック維持・向上促進事業（延長・拡充）

２．事業概要

先導型事業：以下の から までに掲げる経費

普及型事業：以下の 及び に掲げる経費

開発に係る費用【上限 万円／事業、補助率：定額）】

（例）

・建物の価値の維持向上に資する項目や、そのインスペクション

の方法、実施時期の検討及び開発に要する試行的な工事

・開発する金融商品の対象住宅の質、融資可能額等の要件の検討

体制整備・周知に係る費用【上限 万円／事業、補助率：定額】

・チラシの作成、ホームページの改修、事業者や消費者への説明

会開催等を通じた仕組みの周知等

性能維持・向上に係る費用【上限 万円／戸】

①住宅の質の適切な維持・向上に要する経費【補助率：定額】
・インスペクションの実施
・住宅履歴の作成
・瑕疵保険への加入（中古流通・リフォーム時に限る）
・維持管理計画の作成（中古流通・リフォーム時に限る）

②仕組みに対応するための質の向上に要する経費
【補助率：１／３】
・新築（掛かり増し分）
・リフォーム

１．現状の課題と方向性

【住宅所有者等が】
維持管理・

リフォームをする
【個々の住宅の】

良質性が評価される

【市場において】
良質性を評価できる
仕組みが整備される【住宅所有者等が】

維持管理・
リフォームをしない

【個々の住宅の】
良質性が評価されない

【市場において】
良質性を評価できる

仕組みが整備されない

○良質な住宅が適正に評価される好循環○従来の悪循環

悪循環 好循環

20-25年

資
産
価
値

（
建
物
）

・インスペクション
・履歴

・リフォーム
・インスペクション
・瑕疵保険
・履歴

・瑕疵保険
・インスペクション
・履歴

長期使用構造

国
開発
周知
試行
を支援

２．事業イメージ
＜関係主体が連携した協議会＞

工務店

建築士

宅建業者・不動産鑑定士

・ 新築、リ

フォームの
施工

・ 維持補修

・ 新築、リフォーム
の計画、設計

・ 良質性に応じ値付け・鑑定評価
・ 買取、貸付保証

検査・
履歴業者

・インスペクション
・住宅履歴の
蓄積・管理

金融機関
・ ローン商品
で住宅の良
質性を評価

・ 既存住宅の商品化、
ブランド化を
プロデュース

企画者
（プロデューサー）

維持向上・評価等

○ 長期優良住宅
○ 住宅性能表示
○ 瑕疵保険
○ インスペクション
○ 住宅履歴
等

流通・金融等

○ 実質的な残存耐用
年数の評価

○ 買取保証
○ 借上保証
○ 割引金利、

融資可能枠の拡大
○ ノンリコースローン
○ リバースモーゲージ
等

良質な住宅ストックによる市場の好循環
を促す維持向上・評価・流通・金融等

の一体的な仕組み

一体的な
仕組み

開発
周知
試行

【事業主体】
関係主体が連携した協議会等

【補助対象・補助率・補助上限】

令和３年度概算要求：7.01億円①良質住宅ストック形成の
ための市場環境整備促進事業

赤字：R３年度拡充・改定部分 

○中古住宅流通市場・リフォーム市場の活性化に向けては、既存住宅やリフォームに対する消費者の不安を解消することが重要であり、特に住宅
ストックに関する適切な維持管理・リフォーム、履歴、評価等の情報や紛争処理・災害時の対応など、消費者からの相談を一元的に受け付け、
適切に対応できる体制の整備が必要である。

○過年度まで整備してきた消費者相談窓口の機能をさらに充実する観点から、地方公共団体と連携した災害対応や住宅リフォーム・紛争処理支
援センターと連携した紛争解決に向けた取組みに向けたポート体制の整備に対し支援を行う。

【補助対象・補助率・補助上限】

(1)サポート体制の検討・整備・普及に要する経費【定額】
(2)サポート体制の実施に要する経費【定額】

【事業主体】

住宅の関係主体が参画する協議会
（公財）住宅リフォーム・紛争処理支援センター 等

【要件】
・地方公共団体及び住宅リフォーム・紛争処理支援セン
ターと連携し紛争・災害対応等に係る相談体制整備等を
実施する協議会であること

②住宅ストックの相談体制整備事業

③住宅ストックの担い手支援事業

②住宅ストックの相談体制の整備事業
③住宅ストックの担い手支援事業

○住宅リフォーム事業者団体、安心R住宅登録団体、既存住宅状況調査技術者講習機関等をはじめとする事業者団体等の人材育成や制度普及
等の支援を実施する。

【補助対象・補助率・補助上限】

・人材育成に係る経費（研修の実施、マニュアルの作成等）【補助率：２／３】
・制度普及に係る経費（説明会の開催、ウェブサイトの構築等）【補助率：２／３】

【事業主体】

民間事業者等

【要件】

・補助期間終了後も持続的に実施できる見込みがあること

住宅ストック維持・向上促進事業（延長・拡充）

赤字：R３年度拡充・改定部分 
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Topics　令和 2 年度 住宅リフォームに関するトピックス

＜長期優良住宅認定取得促進モデル事業＞
長期優良住宅認定取得促進モデル事業について、概要は下記。

出典：一般社団法人住宅リフォーム推進協議会「住宅の長寿命化リフォームシンポジウム資料」
詳細は右記URLより：http://www.j-reform.com/web-seminars/pdf/reform_koen2.pdf

17.6%

24.1% 24.3% 23.3% 23.7% 24.4% 25.0% 25.2% 25.0% 25.1% 24.7%

0.3% 0.5% 0.7% 1.0% 0.7% 0.5% 0.3% 0.2% 0.3% 0.1% 0.2%

8.8%
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120,000

140,000

H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1

一戸建ての住宅 共同住宅等

一戸建ての住宅（割合） 共同住宅等（割合）

全体（割合）

（戸）

（年度）

長期優良住宅認定取得促進モデル事業（新規）

○見直しを予定している長期優良住宅法に基づく円滑な認定の取得を促進するため、見直しの内容に沿って認定取得を
行う先行事例をモデルとし、設計・手続きを検証した上で、認定の取得にあたって参考となる標準的な設計方法や手続
きに関する留意点等をとりまとめ、広く周知を行う事業を支援する。

現状・課題

事業概要

○制度創設から10年が経過した長期優良住宅認定制度について、平成30
年度以降、運用実態を踏まえた検証を行い、令和２年７月に普及促進に向
けた課題と対応の方向性を整理。

○共同住宅を中心に認定実績が伸び悩んでおり、今後、認定取得促進に向
け、認定基準や認定手続き等の見直しを予定しているところ。

※令和元年度認定実績：
新築住宅の住宅着工に対する認定取得割合：戸建住宅：24.7％、共同住宅等：0.2％

○円滑な認定の取得を推進するため、見直しの内容に沿って認定取得を行
う先行事例について検証し、標準的な設計方法や手続きに関する留意事
項等を広く周知する必要がある。

①モデルプロジェクトにおける設計・手続きの検証
・見直しの内容に沿って認定取得を行うモデルプロジェクトについて、設計・手続きの検証に必要な費用を補助。

②長期優良住宅の認定に係る留意点等の検討・とりまとめ及び周知
・①の検証結果を踏まえ、見直し後の認定基準や認定手続きに基づく認定の取得にあたって参考となる標準的な設計方法及び手続きに
ついて留意点や具体例等を検討し、とりまとめ、分譲事業者、設計事務所、共同住宅の管理組合、管理会社等に広く周知を行うために
必要な費用を補助。

○補助対象事業者：民間事業者等 ○補助率 ：定額 ○事業期間：令和３年度～令和５年度

＜長期優良住宅認定の実績の推移（H21.6～）＞

令和３年度概算要求：60百万円
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Topics　令和 2 年度 住宅リフォームに関するトピックス

＜LCCM住宅部門の概要 （サステナブル建築物等先導事業（省CO2 先導型））＞
LCCM（エルシーシーエム）（ライフ・サイクル・カーボン・マイナス）住宅とは、建設時、運用時、廃棄時において出来

るだけ省CO2 に取り組み、さらに太陽光発電などを利用した再生可能エネルギーの創出により、住宅建設時のCO2 排出量
も含めライフサイクルを通じてのCO2 の収支をマイナスにする住宅のこと。LCCM住宅の推進に向け、サステナブル建築
物等先導事業（省CO2 先導型）では、省エネ・省CO2 等による低炭素化・建物の長寿命化等に係る住宅・建築物のリーディ
ングプロジェクトを広く民間等から提案を募り、支援を行う。概要は以下。

出典：一般社団法人住宅リフォーム推進協議会「住宅の長寿命化リフォームシンポジウム資料」
詳細は右記URLより：http://www.j-reform.com/web-seminars/pdf/reform_koen2.pdf

○サステナブル建築物等先導事業（省ＣＯ2先導型）は、省エネ・省ＣＯ２等による低炭素化・建物の長寿命化等に係る住宅・建築
物のリーディングプロジェクトを広く民間等から提案を募り、支援を行うことにより、サステナブルな社会の形成を図る事業。

○平成３０年度からは、新たにＬＣＣＭ住宅部門を創設し、ライフサイクルを通じてＣＯ2の収支をマイナスにするＬＣＣＭ住宅（ライ
フサイクルカーボンマイナス住宅）への支援を実施。

【ＬＣＣＭ住宅の定義】

使用段階のCO2排出量に加え資材製造や建設段階のCO2排出量の削減、長寿命
化により、ライフサイクル全体（建築から解体・再利用等まで）を通じたCO2排出量を
マイナスにする住宅

■地域木材

■太陽光発電パネル
＋太陽熱給湯集熱パネル

■LED照明の
多灯分散配置

■日射を遮蔽する
木製ルーバー

■高効率給湯器
■燃料電池

ＬＣＣＭ住宅の例

＜補助率＞ 補助対象工事の掛かり増し費用の１／２

＜限度額＞ １戸あたり１２５万円 等

以下の要件を満たす、戸建住宅を新築する事業

① ＬＣＣＯ2を算定し、結果0以下となるもの

② ＺＥＨの要件をすべて満たしたもの

③住宅として、品質が確保されたもの 等

【基本要件】

【補助額】

ライフサイクル全体を通じたCO2排出量推移のイメージ

令和２年度予算案：90.7億円の内数

ＬＣＣＭ住宅部門の概要 （サステナブル建築物等先導事業（省ＣＯ２先導型））
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Topics　令和 2 年度 住宅リフォームに関するトピックス

＜地域型住宅グリーン化事業＞
国土交通省では、地域における木造住宅の生産体制の強化、環境負荷の低減等を図るため、地域の木材関連事業者、流

通事業者、建築士事務所、中小工務店等が連携して取り組む省エネルギー性能や耐久性等に優れた木造住宅・建築物の整
備を支援している。詳細は下記。

出典：一般社団法人住宅リフォーム推進協議会「住宅の長寿命化リフォームシンポジウム資料」
詳細は右記URLより：http://www.j-reform.com/web-seminars/pdf/reform_koen2.pdf

地域型住宅グリーン化事業

•地域型住宅の規格・仕様
•資材の供給・加工・利用
•積算、施工方法
•維持管理方法
•その他、グループの取組

共通ルールの設定

グループの構築

関連事業者の
連携体制の構築

建築士
事務所

建材流通
事業者

プレカット
事業者

中小
工務店

原木
供給者

製材
事業者

地域における木造住宅の生産体制を強化し、環境負荷の低減を図るため、資材供給、設計、施工などの連携
体制により、地域材を用いて省エネルギー性能や耐久性等に優れた木造住宅・建築物の整備、住宅の省エネ改
修の促進を図るとともに、若者・子育て世帯に対して支援を行う。

地
域
型
住
宅
・
建
築
物
の
整
備

設備の高効率化

劣化対策

耐震性

維持管理・更新の容易性

優良建築物型
認定低炭素建築物など一定の良質な建築物

１万円 ㎡ （床面積）

外皮の
高断熱化

外皮の高断熱化

１次エネルギー消費量が
基準と比べ少ない

その他一定の措置（選択）
・ＢＥＭＳの導入
・節水対策
・ヒートアイランド対策 等

補助対象（住宅）のイメージ

補助対象（建築物）のイメージ 省エネ改修型
省エネ性能が一定程度向上する断熱改修

長寿命型

高度省エネ型

補助限度額
万円 戸 ※１長期優良住宅

認定低炭素住宅
性能向上計画認定住宅

万円 戸 ※１
万円 戸 ※１

・地域材加算 ……… 主要構造材（柱・梁・桁・土台）の過半に地域材を
使用する場合、 万円 戸を限度に補助額を加算

・若者・子育て世帯加算
①玄関・キッチン・浴室又はトイレのうちいずれか２つ以上を複数箇所設置す
る場合、 万円 戸を限度に補助額を加算【三世代同居加算】

② 歳未満の世帯又は 歳未満の子を有する世帯が良質な住宅の整備
を行う場合、 万円 戸を限度に補助額を加算

※１ ４戸以上の施工経験を有する事業者の場合、補
助限度額 万円 戸

※２ ４戸以上の施工経験を有する事業者の場合、補
助限度額 万円 戸

万円 戸

ゼロエネ住宅型
ゼロ・エネルギー住宅 万円 戸 ※２

※ １次エネルギー消費量が省エネ基準△ となる場合、 万 戸補助限
度額を引き上げ

※ 寒冷地、低日射地域、多雪地域に限って、 を補助対象に追加

赤字下線部：Ｒ３年度拡充要求

令和３年度概算要求：140億円
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Topics　令和 2 年度 住宅リフォームに関するトピックス

＜環境・ストック活用推進事業＞
① サステナブル建築物等先導事業、② 既存建築物省エネ化推進事業、③ 省エネ街区形成事業、④ 部分改修・部分ZEH

改修モデル実証事業それぞれの概要は下記の通り。

出典：一般社団法人住宅リフォーム推進協議会「住宅の長寿命化リフォームシンポジウム資料」
詳細は右記URLより：http://www.j-reform.com/web-seminars/pdf/reform_koen2.pdf

環境・ストック活用推進事業（延長・拡充）

省エネ・省ＣＯ２や木造化、気候風土に応じた住宅の建築技術・工夫等による低炭素化、健康、災害時の継続性、少子化対策、
防犯対策、建物の長寿命化等に係る住宅・建築物のリーディングプロジェクトや既存建築物の省エネ化等に対し支援を行い、
その成果の波及等を通じて住宅・建築物の省エネ化を推進する。

① サステナブル建築物等先導事業

省エネ・省ＣＯ２や木造化、気候風土に応じた建築技術・工夫等による低炭素化、健康、災害
時の継続性、少子化対策、防犯対策、建物の長寿命化等に係る住宅・建築物のリーディン
グプロジェクトに対する支援

【主な補助対象】 先導的な技術に係る建築構造等の整備費、効果の検証等に要する費用 等

② 既存建築物省エネ化推進事業

エネルギー消費量が一定割合以上削減される建築物の省エネ改修及び併せて実施する
健康性・快適性向上改修、災害対策改修、バリアフリー改修に対する支援及び一定規模
以上の既存住宅・建築物の省エネ診断・表示に対する支援

【主な補助対象】 省エネ改修工事、健康性・快適性向上改修工事、災害対策改修工事、
バリアフリー改修工事に要する費用 等

【補助率】 １／３等
【限度額】 建築物：5,000万円／件（省エネ改修と併せて、健康性・快適性向上改修等を行う場合は7,500万円／件）

<省CO2化のイメージ>

帰宅困難者
受け入れゾーン

地中熱

エネルギー
ディスプレイ

隣接する建築物

■個々の建築物で既に導入
されている技術である
BEMSやコージェネレー
ションを建物間で融通し、
CEMSや電力・熱の融通
を実現

■一括受電設備・非常用発
電機能付きコージェネ

■地中熱等、複数の熱源
群の最適制御

■BCP・LCPの拠点の整備

電力・熱の融通

【補助率】 １／２等

③ 省エネ街区形成事業

エネルギー供給を最適化するエネルギーマネジメントシステムの導入等を通じた複数建築物におけるエネルギーの面的利用により、街区全体として高い省
エネ性能を実現し、当該技術の普及啓発に寄与するプロジェクトに対する支援

【主な補助対象】エネルギー供給設備・エネルギーマネジメントシステム等の省エネ関連施設等整備費、効果の検証等に要する費用 等
【補助率】１／２

④ 部分改修・部分ZEH改修モデル実証事業

部分省エネ改修・部分ＺＥＨ改修のモデル構築に向けて、検証・試行のフィールドおよび有識者等による技術的な検証を行う体制を提供し、民間事業者等に
よる実証・普及の取組みを支援

【主な補助対象】評価方法・改修モデルの検討・普及に要する費用、実証・検証住宅の改修経費等 等
【補助率】定額

令和３年度概算要求：100.70億円

赤字：R３年度拡充
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Topics　令和 2 年度 住宅リフォームに関するトピックス

＜木造住宅・都市木造建築物における生産体制整備事業＞
本事業は拡大余地のある都市木造建築物を担う設計者の育成・サポート等の取組に対する支援を行うことにより、都市

部における非住宅や中高層の木造建築物（都市木造建築物）の生産体制の整備を図ることを目的とする。概要は下記。

出典：一般社団法人住宅リフォーム推進協議会「住宅の長寿命化リフォームシンポジウム資料」
詳細は右記URLより：http://www.j-reform.com/web-seminars/pdf/reform_koen2.pdf

木造住宅の担い手である大工技能者の減少・高齢化が進む中、木造住宅及び都市部における非住宅や中高層
の木造建築物（都市木造建築物）の生産体制の整備を図るため、民間団体等が行う大工技能者等の確保・育成
の取組や、拡大余地のある都市木造建築物を担う設計者の育成・サポート等の取組に対する支援を行う。

木造住宅・都市木造建築物における生産体制整備事業（継続）

民間団体等が複数年計画に基づき実施する、大工技能者等の確保・育成の取組を支援。

都市木造建築物の設計の円滑化に資する環境を整備する取組及び都市木造建築物を
担う設計者を育成・サポートする取組を支援。

（１）大工技能者等の担い手確保・育成事業

（２）都市木造建築物設計支援事業

【事業内容】
①団体主導型
大工技能者等に関係する民間団体等が全国的に実施する大工技能者等の
確保・育成の取組に対する支援を行う。

②地域連携型
地域における複数の大工技能者関係機関が連携して実施する大工技能者
等の確保・育成の取組に対する支援を行う。

【補 助対象】 大工技能者等の確保・育成の取組に要する費用

【事業内容】
①都市木造建築物設計支援情報の集約一元化
都市木造建築物の設計に資する技術情報を集約・整理し、設計者へ一元的に提供する情報インフラ
（ポータルサイト）の整備に対する支援を行う。

②都市木造建築物設計者の育成
都市木造建築物の設計に関する講習及び具体の設計に対する技術サポートに対する支援を行う。

【補助対象】 ①情報インフラ（ポータルサイト）の整備に要する費用
②設計に関する講習及び具体の設計に対する技術サポートに要する費用

【補助事業者】 民間事業者等 【補 助 率】 定額 【事 業 期 間】 令和２年度～令和４年度

各団体・地域にとって最適な＜確保・育成＞のスキームを構築し、各団体・地域での持続的な取組へと
繋げていくことで、将来にわたり大工技能者の能力を発揮できる木造住宅生産体制の整備を図る。

大工技能者等に関係する団体・
協議会（中央組織）

特定の地域における複数の大工
技能者等関係団体・機関によるグ
ループ

大
工
技
能
者
の
減
少

高
齢
化
に
歯
止
め

団体主導型

地域連携型

全国の新築建築物の木造化の状況

（R1年度｢建築着工統計｣）

令和３年度概算要求：6億円
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Topics　令和 2 年度 住宅リフォームに関するトピックス

＜住宅に係る統合的な情報インフラ整備事業＞
本事業は、住宅瑕疵等に係る情報インフラ整備事業を行う者に対し、国が必要な費用を補助することにより、既存住宅

の品質向上、情報の非対称性の解消を図ることを目的とする。概要は下記。

出典：一般社団法人住宅リフォーム推進協議会「住宅の長寿命化リフォームシンポジウム資料」
詳細は右記URLより：http://www.j-reform.com/web-seminars/pdf/reform_koen2.pdf

住宅に係る統合的な情報インフラ整備事業（新規）

〇民間事業者等において、住宅の瑕疵に関する情報や検査、維持管理、リフォーム等の履歴情報、性能に関する情報等様々

な情報が存在しているものの、現状は有効に活用されていない。

〇既存住宅の質の向上や瑕疵の発生防止等を図るため、保険法人が有する保険引受及び保険事故の情報に加え、履歴情

報や評価住宅の情報その他の住宅に係る情報を収集・分析し、適切な施工方法・維持管理の方法の周知を図るとともに、

紛争処理を実施する際の参考資料とすることが求められている。

〇さらに、新型コロナウイルス感染症の影響を受け「新たな日常」の実現が求められており、検査・維持管理の結果と劣化事

象等の関係に係る情報を統合的に収集・分析することにより、瑕疵の発生リスクの評価や、現場検査のデジタル化・リモート

化等の実現に向けた基盤情報を整備する必要がある。

民間事業者等が保有する住宅瑕疵情報や履歴情報等住宅に

係る情報を活用して、既存住宅の質の向上、瑕疵の発生防止

等に資する統合的な情報インフラを整備する取組みに対して

支援を行う。

１ 現状・課題

２ 事業概要

既存住宅の質の向上や瑕疵の発生防止等を図るため、住宅瑕疵情報、履歴情報等住宅に係る情報を収集・分
析するためのデータベース構築を支援する。

【補助率】
・定額補助

【事業主体】
・民間事業者等

【補助対象】

・住宅瑕疵情報・履歴情報等住宅に係る情報の収集及び分析方法の検
討に要する経費

・住宅瑕疵情報・履歴情報等住宅に係る情報の作成支援に要する経費

・住宅瑕疵情報・履歴情報等住宅に係る情報インフラの構築に要する
経費

【補助期間】

・令和３年度～令和５年度

・保管すべき最低限の情報の規格化
・保管情報の容易な検索を可能とする統一的なキーの設定

統合データベース

性能評価に
係る情報

履歴情報インスペクショ
ンに係る情報

維持管理・
修繕等の情報

保険引受・
保険事故情報

履歴事業者
登録住宅性能
評価機関

検査事業者住宅事業者・所有者 保険法人

提供 提供 提供 提供 提供

事業主体
・住宅の検査情報、維持管理情報、検査情報、履歴情報と保険事故発生の関係に係る調査
・調査を踏まえた適切な施工方法・維持管理の方法に関する研究及び結果の周知

住宅供給者

研究結果提供
（適切な施工方法の周知等）

住宅所有者

研究結果提供
（適切な維持管理方法の周知等）

国総研・建研

連携（共同研究等）

構築

指定住宅紛争処理機関

円滑な紛争処理に資す
る研究結果の周知

提供情報作
成支援

分析に利用

令和３年度概算要求：2億円
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Topics　令和 2 年度 住宅リフォームに関するトピックス

＜省エネ住宅・建築物の整備に向けた体制整備事業＞
本事業は、省エネ基準等に適合した住宅・建築物の普及促進を目的として、住宅の設備・建材メーカー、流通事業者等が、

中小工務店等を対象に行う、事業に要する必要の一部を補助するもの。概要は下記。

出典：一般社団法人住宅リフォーム推進協議会「住宅の長寿命化リフォームシンポジウム資料」
詳細は右記URLより：http://www.j-reform.com/web-seminars/pdf/reform_koen2.pdf

・パリ協定を踏まえた地球温暖化対策計画の目標達成に向けて、令和元年5月17日に住宅・建築物の総合的な省エネ対策が盛
り込まれた改正建築物省エネ法が公布されたところ（令和元年11月一部施行、令和３年４月全面施行）。

・本改正法に盛り込まれた措置について、設計・施工等に関わる事業者、特に年間着工棟数が膨大な小規模住宅を担う中小住
宅生産者、設備・建材メーカー及び住宅取得者等への周知・普及や評価・審査体制の整備など環境整備を図る。

省エネ住宅・建築物の整備に向けた体制整備事業（継続）

設計事務所
中小工務店等

補助 設備・建材メーカー等

相談窓口事業者等

周知・普及事業者等

補助

補助

補助

所管行政庁
評価機関

住宅取得者
賃借人

生産側の
体制整備

審査側の
体制整備

消費者等への
周知普及

国

宅建業者講習会事業者等
流通側の
体制整備

制度の周知

設計支援

制度の周知

相談等の受付

省エネ住宅・建築物の普及の加速に向けて、

①設備・建材メーカー等による中小工務店等に対する設計支援
②講習会事業者等による中小工務店、宅建業者、行政庁等に対する制度の周知
③相談窓口事業者等による相談等の受付体制の整備
④周知・普及事業者等による住宅取得者や賃借人に対する制度の周知 等

に対し、支援することで、生産側、流通側、審査側及び消費者等に対し、徹底的な周知を行う。

【補助率】定額

令和３年度概算要求：5.87億円
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Topics　令和 2 年度 住宅リフォームに関するトピックス

＜住宅・建築生産性向上促進事業＞
本補助事業は、住宅建築分野における生産性向上に向けて、住宅・建築物の設計・施工・維持管理等に係る生産性向上

に資する新技術・サービスの開発・実証等（以下「技術開発等」という）の取組について、優れた提案を応募した者に対して、
国が当該技術開発等に要する費用の一部を補助するもの。

出典：一般社団法人住宅リフォーム推進協議会「住宅の長寿命化リフォームシンポジウム資料」
詳細は右記URLより：http://www.j-reform.com/web-seminars/pdf/reform_koen2.pdf

住宅・建築生産性向上促進事業（継続）

住宅建築分野における生産性向上に向けて、住宅・建築物の設計・施工・維持管理等に係る生産性向上に資する新
技術・サービスの開発・実証等の取組に対して支援を行うとともに、良質なストック形成、既存住宅流通・リフォーム
市場の環境整備等に係る基準や制度の普及・促進に係る情報提供等の取組を支援する。

住宅建築分野における生産性の向上とイノベーションの創出、既存住宅流通・リフォーム市場の活性化

生産性向上に資する新技術・サービスの
開発・実証等への支援

○基準等の早期の普及による
市場への浸透

○技術の裾野の拡大
○基盤の強化

基準や制度の普及促進への支援

住宅生産技術イノベーション促進事業

良質なストック形成、既存住宅流通・リフォーム市場の環境整備等に関する事業

【補助対象】
基準や技術の普及促進や情報提供 等
例）長期優良住宅、住宅性能評価、リフォーム・既存

住宅流通等に係る技術マニュアル等の作成、講習会
等の企画運営、市場の実態把握のための調査研究等

【補助率】 １／２ 【補助上限額】 万円／年

【補助率】 定額

・高齢者等対策等級
（共用部分）３ 等

・免震建築物又は
耐震等級等級２ 等

劣化対策等級３に加え、水セメント
比の低減又はかぶり厚の増加

・維持管理対策等級（専用配
管・共用配管）等級３ など

・断熱等性能等級４ ・躯体天井高2,650mm以上

居住環境への配慮維持保全計画 住戸面積の確保

劣化対策

耐震性

維持管理・更新の容易性

可変性

高齢者等対策

省エネルギー性

長期優良住宅の認定基準（ＲＣ）

【補助対象】
・生産性向上に資すると認められた技術又はサービスの開発
（試験体の製作、実験費用、システム開発 等）

・開発した技術又はサービスの効果検証
（効果の計測費用 等）

【対象事業イメージ】

（１）設計業務に関する技術開発
・ の活用等による営業設計提案サービスや
図面の自動作成の技術開発

（２）施工業務に関する技術開発
・ロボットの活用等による住宅等の建築工事の
省力化、工期短縮等に資する技術開発

（３）維持管理業務に関する技術開発
・既存住宅・建築物の改修、リノベーション、
維持管理に係る省力化やコストの低減に資す
る技術開発

○民間リスクの低減による
開発意欲の惹起

○新たな技術の開発・市場
投入の促進

○民間の技術・ノウハウの
活用

令和３年度概算要求：7.13億円
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Topics　令和 2 年度 住宅リフォームに関するトピックス

＜安心R住宅＞
既存住宅の流通促進に向けて、「不安」「汚い」「わからない」といった従来のいわゆる「中古住宅」のマイナスイメージを

払拭し、「住みたい」「買いたい」既存住宅を選択できる環境の整備を図るため、国土交通省の告示による「安心Ｒ住宅」制
度（特定既存住宅情報提供事業者団体登録制度）を創設されたもの。現在の登録事業者は下記の通り。

出典：国交省「安心Ｒ住宅」
詳細は右記URLより：https://www.mlit.go.jp/jutakukentiku/house/jutakukentiku_house_tk2_000038.html

〇 既存住宅の流通促進に向けて、｢不安｣｢汚い｣｢わからない｣といった従来のいわゆる「中古住宅」のマイナス
イメージを払拭し、 ｢住みたい｣｢買いたい｣既存住宅を選択できるようにする。

〇 このため、耐震性があり、インスペクション（建物状況調査等）が行われた住宅であって、リフォーム等につい
て情報提供が行われる既存住宅に対し、国が商標登録したロゴマークを事業者が広告時に使用することを
認める「安心Ｒ住宅」制度を創設。

【平成29年11月6日告示公布、平成29年12月1日告示施行、平成30年4月1日標章使用開始】

「品質が良く、安心して購入できる」

「既存住宅だけどきれい、既存住宅ならではの良さがある」

「選ぶ時に必要な情報が十分に提供され、納得して購入できる」

従来のいわゆる「中古住宅」 「安心Ｒ住宅」 ～「住みたい」「買いたい」既存住宅～

「品質が不安、不具合があるかも」

「古い、汚い」

「選ぶための情報が少ない、わからない」

（既存住宅を紹介しているwebサイト（イメージ））

など

インスペクション済み耐震性あり

リフォーム等の情報現況の写真

「安心Ｒ住宅」（特定既存住宅情報提供事業者団体登録制度）

「安心Ｒ住宅」ロゴマーク

既存住宅の広告に「安心Ｒ住宅」の標章を使用するための手続

○ 国は、「安心Ｒ住宅」の標章及びそれを使用できる既存住宅の要件を設定する。

その上で、標章の使用を希望する事業者の団体を審査･登録し、標章の使用を許諾する。

○ 事業者団体は、リフォームの基準及び標章の使用について事業者が守るべきルールを設定し、団体の構成員である
事業者の指導･監督を行う。

○ 事業者は、要件に適合した住宅について、団体の基準やルールに則って広告時に標章を使用することができる。

◇「安心Ｒ住宅」の登録団体一覧 令和2年10月18日時点

住宅購入者

事業者団体（一般社団法人等）
団体を審査･登録
標章の使用を許諾

広告時に標章を使用

標章の使用を許諾 事業者
(売主/仲介)

国

標章･要件
の設定

団体事務局

･住宅リフォーム工事の実施判断の基準
･事業者が遵守すべき事項 指導･監督

一般社団法人
○○○○協会

番号 登録日 名称（略称）

１ 平成29年12月25日 一般社団法人優良ストック住宅推進協議会（スムストック）

２ 平成30年1月26日 一般社団法人リノベーション協議会

３ 平成30年3月13日 公益社団法人全日本不動産協会（（公社）全日本不動産協会）

４ 平成30年6月8日 一般社団法人石川県木造住宅協会

５ 平成30年6月28日 一般社団法人日本住宅リフォーム産業協会（ＪＥＲＣＯ）

６ 平成30年6月29日 一般社団法人住まい管理支援機構（ＨＭＳ機構）

番号 登録日 名称（略称）

７ 平成30年8月27日 公益社団法人全国宅地建物取引業協会連合会（全宅連）

８ 平成30年9月25日 一般社団法人全国住宅産業協会（全住協）

９ 平成31年4月26日 一般社団法人ステキ信頼リフォーム推進協会

10 令和2年3月13日 一般社団法人耐震住宅100パーセント実行委員会

11 令和2年3月13日 一般社団法人住宅不動産資産価値保全保証協会

１２ 令和2年10月18日 一般社団法人日本木造住宅産業協会（木住協）
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Topics　令和 2 年度 住宅リフォームに関するトピックス

＜令和3年度（次年度）住宅政策の動き＞
（1）	住宅局関係予算概算要求概要

令和３年度の国土交通省住宅局関係予算の概算要求は下の通り。

（2）	住宅生産課の令和３年度概算要求の全体像
下図は令和３年度の国土交通省住宅生産課の概算要求。

出典：一般社団法人住宅リフォーム推進協議会「住宅の長寿命化リフォームシンポジウム資料」
詳細は右記URLより：http://www.j-reform.com/web-seminars/pdf/reform_koen2.pdf

令和３年度 住宅局関係予算概算要求概要＜主要事項＞

①災害等に強い安全な住まい・くらしの推進
・老朽建築物の除却など密集市街地の整備改善への支援 拡充
・住宅・建築物の耐震改修等への支援
・大規模な建築物の耐震化及び大規模災害時の避難者受入れ施設の整備への
パッケージ支援 創設
・水災害等により、被災のおそれがある住宅の移転や改修等への支援 拡充

②東日本大震災からの復興・再生
・「復興・創生期間」後における東日本大震災からの復興の基本方針に基づく災害
公営住宅の整備及び家賃の減額等への支援

③大規模自然災害からの復旧・復興
・災害公営住宅の供給等への支援
・建築確認・検査の手数料を減免する民間の指定確認検査機関への支援

３ 誰もが安心して暮らせる住まいの確保

１ 住まい・くらしの安全確保

５．現下の経済情勢等への対応 【今後の経済情勢を踏まえた住宅対策】 ［事項要求］

①多様な世帯が安心して暮らすことができる住宅セーフティネット機能の強化
・住宅確保要配慮者の入居を拒まない賃貸住宅の改修や入居者負担の軽減への
支援 拡充
・居住支援法人等による居住支援活動への支援 拡充
・公的賃貸住宅の建替え等における子育て支援施設等を導入する取組への支援
・子育てしやすい住まいや高齢期に備えた住まいへのリフォームへの支援 拡充

②高齢者が自立して生活できる住生活の実現
・サービス付き高齢者向け住宅の整備への支援 拡充
・公的賃貸住宅の建替え等における高齢者生活支援施設等の導入への支援

４ 住宅・建築分野の生産性向上と新技術実装の推進

くらしの多様化に応える良質な住宅ストックと流通市場の
形成

①住宅・建築物における「新たな日常」への対応と省エネ化・長寿命化の推進
・「新たな日常」への対応を含めた既存住宅の改修等への支援 拡充
・新たな働き方に対応した先導的な建築物の整備への支援 拡充
・省エネ改修と併せて感染症対策等を行う既存建築物の改修への支援 拡充
・長期優良住宅の認定取得促進に向けたモデル的な取組に対する支援 創設
②既存ストックの有効活用・市場の活性化
・住宅瑕疵情報等の住宅に係る情報の統合的なデータベース構築への支援 創設
・既存住宅取得時に行うリフォームへの支援
③マンションの管理適正化・再生円滑化
・法改正を踏まえた管理適正化・再生に関する地方公共団体の取組への支援
・法改正後の要除却認定基準に適合する老朽化マンションの再生への支援 拡充
④空き家対策の強力な推進
・空き家の除却・活用への支援 拡充
・空き家対策に関する新たなビジネスの構築等のモデル的な取組への支援 創設

①住宅・建築分野における生産性向上・国際展開
・ （※）を試行的に活用したプロジェクトにおける効果・課題検証への支援

※BIM（ 建築情報モデル）
・住宅・建築関係手続のオンライン化への支援等
・建築分野における 活用・リモート化の検証等への支援
・新興国等における事業化調査やセミナーの開催等への支援
②地域の良質な木造住宅・建築物の生産体制の強化等
・大工技能者の育成及び都市木造建築物を担う設計者への支援
・地域の工務店が行う良質な木造住宅・建築物の整備への支援 拡充
・ （※）をはじめとした新たな部材を用いた先導的な木造建築物等への支援

※CLT（ ：直交集成板）

住宅生産課の令和３年度概算要求の全体像

※下線は新規・拡充事業

事業名
令和３年度
概算要求額

前年度予算額 備考

公共 長期優良住宅化リフォーム推進事業 百万円 百万円 拡充

公共 地域型住宅グリーン化事業 百万円 百万円 延長･拡充

非公共

環境・ストック活用推進事業

百万円 百万円 延長･拡充
（サステナブル建築物等先導事業、既存建築物省エネ化推進事業、
省エネ街区形成事業、部分（ ）改修モデル実証事業）

非公共 長期優良住宅認定取得促進モデル事業 百万円 新規

非公共 省エネ住宅・建築物の整備に向けた体制整備事業 百万円 百万円 継続

非公共 住宅・建築生産性向上促進事業 百万円 百万円 継続

非公共 木造住宅・都市木造建築物における生産体制整備事業 百万円 百万円 継続

非公共 住宅・ストック維持向上推進事業 百万円 百万円 延長･拡充

非公共 住宅瑕疵等に係る情報インフラ整備事業 百万円 廃止

非公共 住宅に係る統合的な情報インフラ整備事業 百万円 新規

現下の経済情勢等への対応 【今後の経済情勢を踏まえた住宅対策】 ［事項要求］
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Topics　令和 2 年度 住宅リフォームに関するトピックス

住宅リフォーム推進協議会からの情報
＜住宅リフォーム業界における感染予防ガイドライン〜リフォーム現場等での予防対策〜＞

■本ガイドラインの位置付け
本ガイドラインは、政府の「新型コロナウイルス感染症対策の基本的対処方針」および新型コロナウイルス感染症対策

専門家会議による「新型コロナウイルス感染症対策の状況分析・提言」を踏まえ、住宅リフォーム事業者が新型コロナウ
イルス感染症の予防対策を行う際の参考となる基本的事項を整理したものである。

令和２年９月30日　制定
（一社）住宅リフォーム推進協議会

 （�ガイドライン本編：目次）
１．本ガイドラインの位置付け
２．感染予防のための基本留意事項
３．�業務別留意事項�  

（１）職場（店舗・事務所・ショールーム・作業場等）�  
（２）移動時�  
（３）顧客宅訪問時�  
（４）リフォーム工事時

４．万一感染した場合の対応

詳細はこちら：http://www.j-reform.com/pdf/guideline.pdf#page=1



住宅リフォーム市場規模	
住宅リフォームの市場規模（年次公表）� 22
＜公益財団法人住宅リフォーム・紛争処理支援センター＞	

住宅リフォーム市場規模	
住宅リフォーム市場に関する調査（年次公表）� 23
＜株式会社矢野経済研究所＞	

既存住宅流通	
不動産流通業に関する消費者動向調査（年次公表）� 24
＜一般社団法人不動産流通経営協会＞	

耐震リフォーム	
木造住宅の耐震診断に関する調査データ（不定期公表）	 � 26
＜日本木造住宅耐震補強事業者協同組合＞	

地方公共団体における耐震改修促進計画の策定状況及び� �
耐震改修等に対する補助制度の整備状況（年次公表）	 � 28
＜国土交通省 住宅局＞	

バリアフリーリフォーム	
サービス付き高齢者向け住宅登録状況（年次公表）� 29
＜一般社団法人高齢者住宅協会＞	

省エネリフォーム	
ネット・ゼロ・エネルギー・ハウス支援事業（年次公表）	� 30
＜一般社団法人環境共創イニシアチブ＞	

再生可能エネルギー固定価格買取制度（半期毎公表）� 32
＜経済産業省資源エネルギー庁＞	

住宅リフォーム相談	
住宅相談統計年報（年次公表）� 34
＜公益財団法人住宅リフォーム・紛争処理支援センター＞	

訪問販売によるリフォーム工事・点検商法の相談（年次公表）� 36
＜独立行政法人国民生活センター＞	

Section.1
住宅リフォーム市場の概況
※今年度公表の資料を掲載
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Section1  住宅リフォーム市場の概況

住宅リフォーム市場規模 ＜公益財団法人住宅リフォーム・紛争処理支援センター調べ＞

公益財団法人住宅リフォーム・紛争処理支援センターでは、「建築着工統計年報」（国土交通省）、「家計調査
年報」（総務省）、「全国人口・世帯数・人口動態表」（総務省）等により、住宅リフォーム市場規模（増築・改築
工事費及び設備等の修繕維持費の合計）の推計を行っている。なお、広義のリフォーム市場規模とは、住宅着工
統計上「新設住宅」に計上される増築・改築工事と、エアコンや家具等のリフォームに関連する耐久消費財、イ
ンテリア商品等の購入費を含めた金額を言い、推計した市場規模には、分譲マンションの大規模修繕等、共用
部分のリフォーム、賃貸住宅所有者による賃貸住宅のリフォーム、外構等のエクステリア工事は含まれていな
い。

住宅リフォーム市場規模（増築・改築工事費及び設備等の修繕維持費の合計）は、2019年で6兆300億円、広義のリフォー
ム市場規模は、7兆2,700億円である。

図1　住宅リフォームの市場規模の推移

出典：公益財団法人住宅リフォーム・紛争処理支援センター「住宅リフォームの市場規模」
詳細は右記URLより：https://www.chord.or.jp/tokei/pdf/re-shijokibo2019.pdf

Section1  住宅リフォーム市場の概況
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Section1  住宅リフォーム市場の概況

住宅リフォーム市場規模 ＜株式会社矢野経済研究所調べ＞

株式会社矢野経済研究所では、住宅リフォーム関連事業者等を調査対象とし、専門研究員による直接面談、
一部書面および電話による補足調査、および文献調査併用により住宅リフォーム市場の調査を実施している。
本調査における住宅リフォーム市場とは、「10㎡超の増改築工事」・「10㎡以下の増改築工事」・「設備修繕・維
持関連」・「家具・インテリア等」の4分野をさす。調査期間は2020年5月～ 2020年7月。

2019年の住宅リフォーム市場規模は、6兆5,351億円（前年比5.1％増）と推計した。住宅リフォーム市場は、「10㎡
超の増改築工事」・「10㎡以下の増改築工事」・「設備修繕・維持関連」・「家具・インテリア等」の4分野で構成され、「増
改築に関わる費用（10㎡超+10㎡以下）」は前年比4.6％減、「設備修繕・維持関連費」が同6.6％増、「家具・インテリ
ア等」が3.5％増となった。

前回の消費税増税（2014年）前の駆け込み需要によって2013年に市場規模が6.9兆円に達して以降、2018年まで総じて
減少トレンドで推移していた。2019年は10月施行の消費税率引上げを見据えた駆け込み需要が影響し、市場拡大に寄与
する結果となった。

住宅リフォーム市場は参入障壁の低さから、異業種からの参入を含め、新規参入事業者が後を絶たず、事業者間におけ
る競争環境は厳しさを増している。こうしたなか、自社の独自性や専門性のある得意分野を生かし、一般消費者（ユーザー
層）に適切に訴求するなど、他社との差別化を図れる事業者とそうでない事業者において明暗が分かれるものと考える。
加えて、今回の新型コロナウイルス感染拡大の影響で経済活動が停滞するなか、概してリフォーム需要も減退傾向が見込
まれることから、事業者の淘汰は加速するものとみる。

2020年の住宅リフォーム市場規模は5.9兆円（前年比9.0％減）、2021年は6.2兆円（同4.8％増）を予測する（図1）。
本調査における市場規模予測は、新型コロナウイルス感染拡大の影響を背景に4 ～ 5月にかけての緊急事態宣言の発令

による営業活動の制限や自粛、消費者心理の冷え込みや所得環境の悪化といったマイナスの影響を加味して算出してい
る。一方、コロナ禍における市場への影響はマイナスだけではないものとみる。テレワークが推奨されるなか、職住融合
型リフォームや郊外の中古住宅需要の増加といった、新しい生活様式（ニューノーマル）に対する需要が見込まれるなど、
プラスの影響も期待される。

図1　住宅リフォーム市場規模推移と予測	 図2　住宅リフォーム市場の2030年までの長期予測

出典：株式会社矢野経済研究所「住宅リフォーム市場に関する調査（2020年）」（2020年8月21日発表）
詳細は右記URLより：https://www.yano.co.jp/press-release/show/press_id/2486
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Section1  住宅リフォーム市場の概況

既存住宅流通＜不動産流通業に関する消費者動向調査＞

不動産流通業に関する消費者動向調査は、一般社団法人不動産流通経営協会が、居住用不動産取得者の取得行
動、種々のサービス等の利用実態・評価を時系列把握することで、不動産流通に対する消費者の行動を捉えるこ
とを目的に、1991年から隔年で、2001年からは毎年実施している調査。

調査対象は首都圏１都３県（東京都、神奈川県、埼玉県、千葉県）で、平成31年4月1日から令和2年3月31
日の間に購入した住宅の引渡しを受けた世帯を対象としている。これらの調査対象者の抽出にあたっては、会
員会社の協力を得て、住宅タイプ（新築戸建て、新築マンション、既存戸建て、既存マンション）のバランスに
配慮し、対象を抽出。調査期間は令和2年7月22日～ 8月11日。発送総数3,247票、回答数1,188票。

（1）	住宅購入資金の内訳
自己資金のうち、「現金・預貯金等」の利用率は既存住宅購入者で60.2％（前年度比1.1ポイント減）となった。
借入資金等についてみると、「銀行等の民間ローン」の利用率は、既存住宅購入者が６割強となっている。「フラット

35」と「フラット35S」の利用率合計は、既存住宅購入者では前年度から2.0ポイント増加して12.2％で、概ね横ばいとなっ
ている（図1）。

図1　各資金の利用者平均額の変化／既存住宅購入者
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Section1  住宅リフォーム市場の概況

（2）	既存住宅購入に対する意識
既存住宅購入者の購入理由は、「手頃な価格だったから」（68.6％）、「希望エリアの物件だったから」（68.4％）、「良質

な物件だったから」（47.0%）が上位3位を占めており、立地や価格の手頃さに次いで、住宅の質が購入の決め手となって
いることがうかがえる。また、新築住宅購入者の既存住宅を購入しなかった理由についてみると、「新築住宅に比べて耐
震性に不安があるから」「既存住宅では耐久性や品質に不安があるから」は減少傾向がみられる（図3）。

図2　既存住宅を購入した理由	 図3　既存住宅を購入しなかった理由
＜既存住宅購入者＞	 ＜新築住宅購入者＞

出典：一般社団法人不動産流通経営協会「第25回（2020年度）不動産流通業に関する消費者動向調査」
詳細は右記URLより：https://www.frk.or.jp/suggestion/2020shouhisha_doukou.pdf
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Section1  住宅リフォーム市場の概況

耐震リフォーム＜日本木造住宅耐震補強事業者協同組合  耐震診断調査データによる＞

「耐震診断調査データ」は、平成18年4月1日から令和3年2月28日まで（14年11 ヶ月）に木耐協で実施した
耐震診断のうち、日本木造住宅耐震補強事業者協同組合（木耐協）で耐震診断結果の詳細を把握している27,929
件の耐震診断結果を分析したもの。

耐震診断結果（評点）により4段階で評価（①倒壊しない②一応倒壊しない③倒壊する可能性がある④倒壊す
る可能性が高い）。①及び②が現行の耐震性を満たしている住宅となる。

【�建築基準法と耐震診断の考え方の違い】建築基準法では、耐震計算する際に想定する地震を大地震と中地震の2段階に分け
ている。大地震とは建物が建っている間に遭遇するかどうかという極めてまれな地震（数百年に一度起こる震度6強クラス
の地震）のこと、中地震とは建物が建っている間に何度か遭遇する可能性のある地震（震度5強程度）のこと。「大地震時に
は人命を守ること」「中地震の場合には建物という財産を守ること」を目標とするのが、建築基準法の考え方である。�  
これに対し、耐震診断では人命を守ることに重点を置き、「大地震時に倒壊しない」ための耐震性確保を目標に据えること
を明示した。大地震・中地震という2段階を設定する建築基準法と異なり、耐震診断では大地震への対応という1段階で考
えることになる。

【�耐震診断基準の変わり目について】�  
耐震基準は「1981年6月」と「2000年6月」の2度にわたって大きく改訂されている。本調査データでは「1980年以前に建て
られた建物」を「旧耐震基準住宅」、「1981年以降に建てられた建物」を『81-00住宅』（新耐震基準住宅）と区分している。本
来であれば「1981年6月」をもって区分すべきではあるが、診断依頼者から詳細な建築時期を確認することが困難なケース
もあることから、木耐協事務局では上記のように区分している。

【�81-00木造住宅とは】�  
本調査データでは、昭和56（1981）年～平成12（2000）年に建築された在来軸組構法の住宅を『81-00木造住宅』と呼ぶ。平
成28年4月に発生した熊本地震では、昭和56年以前に建築された「旧耐震基準」の住宅だけではなく「新耐震基準」のうち
接合部等の規定が明確化される以前の『81-00木造住宅』にも倒壊等の被害が見られた。このため、国土交通省の依頼を受
けた（一財）日本建築防災協会が平成29年5月16日に「新耐震基準の木造住宅の耐震性能検証法」を公表した。木耐協では、
2019年12月より「81-00木造住宅」の耐震化を進める「81-00（ハチイチゼロゼロ）プロジェクト」に取り組んでいる。

（1）	耐震診断結果（基本データ）
耐震診断を受診した建物のうち、9割超が現行の耐震基準に適合していなかった。

図1　耐震診断結果
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（2）	診断依頼者の年齢と築年数に関する考察
⽊耐協では、耐震診断を実施する際に、診断依頼者の年齢を任意で確認している。定期報告の「耐震診断基本

データ」の内、年齢の記入があった7,520人の回答について分析を⾏った。

①診断依頼者の75％は60歳以上（平均年齢66.14歳）

②年代別では60代以下の60％以上は「81-00住宅」に居住
年齢と住宅の築年数は比例し、⾼齢なほど築年数が古い住宅に住んでいる傾向があり、70代以上は旧耐震に住む人の

割合が過半数だった。一方、60代以下は「81-00住宅」に住む人が6割を超え、旧耐震基準住宅に住む人は4割を下回った。
「81-00住宅」に住む60代以下は、年齢的にはまだその家で暮らすことが想定されるが、住宅は築20年を超え、手入れ

が必要な時期を迎えているため、リフォームの「メインターゲット層」と考えられる。事業者側からのリフォームと併
せた耐震の提案も進めたい年代といえる。

出典：日本木造住宅耐震補強事業者協同組合　「プレスリリース「⽊耐協調査データ 2021年3⽉発表」」
詳細は右記URLより：https://www.mokutaikyo.com/pdf/data210304.pdf
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耐震リフォーム
＜地方公共団体における耐震改修促進計画の策定状況及び耐震改修等に対する補助制度の整備状況＞

国土交通省は、地方公共団体における建築物の耐震改修の促進に関する法律第５条に基づく耐震改修促進計
画の策定予定と、耐震改修等に関する補助制度の整備状況について令和2年４月１日現在の状況を取りまとめ
公表した。

図1　耐震改修促進計画の策定状況と補助制度の整備状況（概要）

出典：国土交通省「地方公共団体における耐震改修促進計画の策定状況及び耐震改修等に対する補助制度の整備状況」
詳細は右記URLより：https://www.mlit.go.jp/report/press/content/001375547.pdf

【耐震改修促進計画の策定状況と補助制度の整備状況（概要）】

１．耐震改修促進計画の策定の状況（令和２年４月１日現在）

全国市区町村数　(R2.4.1)1,741市区町村

市区町村の策定済欄の割合の（　　）は、H31.4.1時点の値

２．耐震診断・耐震改修・ブロック塀等の安全対策に対する補助制度の整備状況（令和２年４月１日現在）

全国市区町村数　(R2.4.1)1,741市区町村

補助が受けられる市区町村の割合の（　　）は、H31.4.1時点の値

* 補助が受けられる市区町村数については、一部の住宅・建築物のみが補助対象となっているも
　のを含めて計上しております。　
* 都道府県が民間事業者等に対する直接補助を実施している場合は、補助が受けられる市区町村
　数を全て計上しております。
* 都道府県が市区町村に対する補助（間接補助）を実施している場合は、市区町村に補助制度が
　ある場合のみを計上しております。
* なお、地方公共団体における補助制度の内容については、それぞれの地方公共団体にお問い合
　わせください。　

26

地方公共団体における耐震改修促進計画の策定状況
及び耐震改修等に対する補助制度の整備状況

策定済
令和２年９月まで

に策定
令和２年度中

に策定
令和３年度
以降に策定

　　都道府県 47

累計
47

100.0%

　　市区町村 1,707 2 6

累計
1,707 1,709 1,715 1,741

98.0%
98.2% 98.5% 100.0%

(97.8%)

区分

市区町村数

耐震診断 1,527

補助が受けられる市区町村数及び割合

割合

住宅 1,517 87.1%

戸建住宅 1,512 86.8%
共同住宅 717 41.2%

非住宅建築物 674 38.7%

耐震改修 1,540 88.5%

住宅 1,531 87.9%

戸建住宅 1,529 87.8%
共同住宅 630 36.2%

非住宅建築物 459 26.4%

ブロック塀等の安全対策 915 52.6% (50.3%)

(25.9%)

(36.5%)

(87.8%)

(87.8%)

(88.8%)

87.7%

(38.5%)

(41.9%)

(86.5%)

(86.8%)

(87.9%)
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バリアフリーリフォーム＜サービス付き高齢者向け住宅登録状況＞
サービス付き高齢者向け住宅の登録状況

サービス付き高齢者向け住宅情報提供システムによると、令和3年1月末時点のサービス付き高齢者向け住宅の登録状
況は26万3,555戸である。

図1　サービス付き高齢者向け住宅の登録状況（R3.1末時点）

出典：一般社団法人高齢者住宅協会「サービス付き高齢者向け住宅登録状況（令和3年1月末時点）」
詳細は右記URLより：https://www.satsuki-jutaku.jp/
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省エネリフォーム＜ネット・ゼロ・エネルギー・ハウス＞

一般社団法人環境共創イニシアチブ（SII）では、平成24年度から「ネット・ゼロ・エネルギー・ハウス支援事業」
を執行。新築・既築住宅のネット・ゼロ・エネルギー化の普及促進のためには、どのような取り組みが有効で
あるか平成24 ～令和2年度の補助事業の推移や傾向、ネット・ゼロ・エネルギー・ハウスの導入について調査、
分析を行った。

（1）	ネット・ゼロ・エネルギー・ハウス（ZEH）支援事業概要

図1　ネット・ゼロ・エネルギー・ハウス（ZEH）支援事業概要

（2）	ネット・ゼロ・エネルギー・ハウス支援事業　年度別事業件数の推移

図2　年度別　交付申請決定件数

R2 10 ZEH 8,346 ZEH 1,970 ZEH R 698
11,014 ZEH ZEH 11
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図3　都道府県別　交付決定件数

図4　都道府県別　戸建（持家）新築件数に対する交付決定シェア

出典：�経済産業省資源エネルギー庁、一般社団法人環境共創イニシアチブ「ネット・ゼロ・エネルギー・ハウス支援事業　調査発表会 
2020」

詳細は右記URLより：https://sii.or.jp/meti_zeh02/uploads/ZEH_conference_2020.pdf
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省エネリフォーム＜再生可能エネルギー固定価格買取制度＞
（1）	令和2（2020）年度以降の価格表（調達価格1kWh当たり）

調達価格や調達期間は、各電源ごとに、事業が効率的に行われた場合、通常必要となるコストを基礎に適正な利潤な
どを勘案して定められる。具体的には、中立的な調達価格等算定委員会の意見を尊重し、経済産業大臣が決定する。

図1　令和2（2020）年度以降の買取価格・期間等（1）

太陽光

250kW以上 （入札制度適用区分) 50kW以上
250kW未満

10kW以上
50kW未満※1

2019年度（参考） 500kW以上
入札制度により決定

250kW以上
500kW未満
14円＋税

14円＋税

2020年度 入札制度により決定 12円＋税 13円＋税
2021年度 － － －
調達期間 20年間

10kW未満
出力制御対応機器設置義務なし 出力制御対応機器設置義務あり

2019年度（参考） 24円 26円
2020年度 21円
2021年度 －
調達期間 10年間

※1 �自家消費型の地域活用要件あり。ただし、営農型太陽光発電は、10年間の農地転用許可が認められ得る案件は、	
自家消費を行わない案件であっても、災害時の活用が可能であればFIT制度の認定対象とする。

風力

陸上風力 陸上風力
(リプレース） 着床式洋上風力 浮体式洋上風力

2019年度（参考） 19円+税 16円+税 36円+税
36円+税

2020年度 18円+税 16円+税 入札制度により決定
2021年度 － － － －
調達期間 20年間

水力
5,000kW以上
30,000kW未満

1,000kW以上
5,000kW未満

200kW以上
1,000kW未満 200kW未満

2019年度（参考）
20円+税 27円+税 29円+税 34円+税2020年度

2021年度
調達期間 20年間

水力（既設導水路活用型）※2

5,000kW以上
30,000kW未満

1,000kW以上
5,000kW未満

200kW以上
1,000kW未満 200kW未満

2019年度（参考）
12円+税 15円+税 21円+税 25円+税2020年度

2021年度
調達期間 20年間

※2  既に設置している導水路を活用して、電気設備と水圧鉄管を更新するもの。
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図2　令和2（2020）年度以降の買取価格・期間等（2）

地熱

15,000kW以上
リプレース

15,000kW以上
全設備更新型

15,000kW以上
地下設備流用型

2019年度（参考）
26円+税 20円+税 12円+税2020年度

2021年度
調達期間 15年間

15,000kW未満
リプレース

15,000kW未満
全設備更新型

15,000kW未満
地下設備流用型

2019年度（参考）
40円+税 30円+税 19円+税2020年度

2021年度
調達期間 15年間

バイオマス※5

メタン発酵ガス
（バイオマス由来）

間伐材等由来の木質バイオマス
2,000kW以上 2,000kW未満

2019年度（参考）
39円+税 32円+税 40円+税2020年度

2021年度
調達期間 20年間

一般木質バイオマス・農産物の収穫に
伴って生じるバイオマス固体燃料 農産物の収穫に伴って生

じるバイオマス液体燃料
（入札制度適用区分）

建設資材
廃棄物

廃棄物・
その他の
バイオマス10,000kW以上

（入札制度適用区分) 10,000kW未満

2019年度（参考） 入札制度により
決定 24円+税 入札制度により決定

13円+税 17円+税2020年度
2021年度 － － －
調達期間 20年間

バイオマスの例
【メタン発酵ガス（バイオマス由来）】 下水汚泥・家畜糞尿・食品残さ由来のメタンガス
【間伐材等由来の木質バイオマス】 間伐材、主伐材※3

【一般木質バイオマス・農産物の収穫に伴って生じるバイオマス固体燃料】 製材端材、輸入材※3、剪定枝※4、パーム椰子殻、パームトランク
【農産物の収穫に伴って生じるバイオマス液体燃料】 パーム油
【建設資材廃棄物】 建設資材廃棄物（リサイクル木材）、その他木材
【廃棄物・その他のバイオマス】 剪定枝※4・木くず、紙、食品残さ、廃食用油、黒液

※3　�｢発電利用に供する木質バイオマスの証明のためのガイドライン」（林野庁）に基づく由来の証明のないものについては、建
設資材廃棄物として取り扱う。

※4　�一般廃棄物に該当せず、「発電利用に供する木質バイオマスの証明のためのガイドライン」（林野庁）に基づく由来の証明が
可能な剪定枝については、一般木質バイオマスとして取り扱う。

※5　�新規燃料については、食料競合について調達価格等算定委員会とは別の場において専門的・技術的な検討を行った上で、そ
の判断のための基準を策定し、当該基準に照らして、食料競合への懸念が認められる燃料については、そのおそれがない
ことが確認されるまでの間は、FIT制度の対象としない。食料競合への懸念が認められない燃料については、ライフサイク
ルGHG排出量の論点を調達価格等算定委員会とは別の場において専門的・技術的な検討を継続した上で、ライフサイクル
GHG排出量を含めた持続可能性基準を満たしたものは、FIT制度の 対象とする。なお、既に買取りの対象となっている燃
料についても、本委員会とは別の場において、ライフサイクルGHG排出量の論点について専門的・技術的な検討を行う。主
産物・副産物を原料とするメタン発酵バイオガス発電については、一般木材等の区分において取り扱う。石炭（ごみ処理焼
却施設で混焼されるコークス以外）との混焼を行うものは、2019年度（廃棄物その他バイオマスは2021年度）からFIT制
度の新規認定対象とならない。また、2018年度以前（廃棄物その他バイオマスは2020年度以前）に既に認定を受けた案件
が容量市場の適用を受ける場合はFIT制度の対象から外す。

出典：経済産業省資源エネルギー庁「再生可能エネルギーの固定価格買取制度とは」
詳細は右記URLより：http://www.enecho.meti.go.jp/category/saving_and_new/saiene/kaitori/fit_kakaku.html
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住宅リフォーム相談＜住宅相談統計年報＞

公益財団法人住宅リフォーム・紛争処理支援センターは、国土交通大臣による「住宅紛争処理支援センター」
の指定を受けて、2000年4月に電話による住宅相談業務を開始し、業務開始からの累積相談受付件数は2020年
3月末で35万件超えとなった。
『住宅相談統計年報2020』では、電話相談、専門家相談、住宅紛争処理について相談内容等の統計的整理をし

たものを掲載している。

（�1）	電話相談�  
1）	相談件数の推移

2019年度における新規相談件数は、34,002件（前年度比5.4％増）となり、うち「新築等住宅に関する相談」（新築等相談）
は22,054件（前年度比7.5％増）、「リフォーム相談」は11,948件（前年度比1.7％増）となった（図1）。

図1　相談件数の推移

表1　新規相談件数

2018 20192001 2002 2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013 （年度）

（件）
45,000

40,000

35,000

30,000

20,000

25,000

15,000

10,000

5,000

0

のべ応答件数

新築等住宅に関する相談 リフォームに関する相談

2015 2016 20172014

34,00234,002

11,94811,948

22,05422,054

42,80642,806

区分… 年度 2000〜2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 累計
新規相談件数＊1

（電話相談全体） 95,600 17,713 20,483 20,584 24,216 26,136 28,638 30,163 28,142 32,253 34,002 357,930

新築等住宅に関す
る相談 74,505 12,619 13,735 13,266 15,203 16,831 18,786 19,759 18,004 20,509 22,054 245,271

リフォームに関す
る相談 21‚095 5,094 6,748 7,318 9,013 9,305 9,852 10,404 10,138 11,744 11,948 112,659

業務日数 ― 243 258 245 244 244 243 243 245 244 240 ―

＊1　新規相談件数：相談の第1回目の件数
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（�2）	電話相談の内容�  
１）	相談内容

「リフォーム相談」の相談内容は、住宅の不具合や契約に係る「住宅のトラブルに関する相談」が66.5％を占める（図2）。
「リフォーム相談」における住宅のトラブルに関する相談のうち、不具合が生じている相談は、64.1％を占める。

図2　電話相談の内容（リフォーム相談）	 図3　不具合の有無（リフォーム相談）

不具合が生じている相談にみられる不具合事象は、「戸建住宅」では、「はがれ」が最も多く、次いで「雨漏り」、「性能
不足」が多かった。「共同住宅等」では「変形」が最も多く、次いで「はがれ」、「性能不足」となった（図4、図5）。
（注） 不具合事象は、複数カウントしているため合計すると100％を超える場合がある。

図4　不具合事象と主な不具合部位（戸建住宅 n=3,973）　※複数カウント

図5　不具合事象と主な不具合部位（共同住宅等 n=964）　※複数カウント

出典：公益財団法人住宅リフォーム・紛争処理支援センター「住宅相談統計年報2020」
詳細は右記URLより：http://www.chord.or.jp/tokei/pdf/soudan_web2020.pdf
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住宅リフォーム相談＜訪問販売によるリフォーム工事・点検商法の相談＞

PIO-NET（全国消費生活情報ネットワークシステム）とは、独立行政法人国民生活センターと全国の消費生活
センター等をオンラインネットワークで結び、消費者から消費生活センターに寄せられる消費生活に関する消
費生活相談情報の収集を行っているシステム。

独立行政法人国民生活センターでは、訪問販売によるリフォーム工事について、PIO-NETに寄せられた相談件数の
推移を公表し、合わせて最近の事例も公表している。

（1）	相談件数の推移
訪問販売によるリフォーム工事では、「契約をせかされて不要なリフォーム工事をした」などといった相談が寄せら

れている。
また、点検に来たと言って来訪し、「工事をしないと危険」などと言って商品やサービスを契約させる「点検商法」の

相談が寄せられている。

訪問販売によるリフォーム工事※

年　　度 2017 2018 2019 2020

相談件数 6,385 7,222 7,997 5,863（前年同期 5,550）

点検商法
年度 2017 2018 2019 2020

相談件数 5,415 5,683 5,758 4,687（前年同期 4,004）
相談件数は2020年12月31日現在（消費生活センター等からの経由相談は含まれていない）
※�ここでは、「屋根工事」「壁工事」「増改築工事」「塗装工事」「内装工事」の合計を「リフォーム
工事」としている。

（2）	相談事例
訪問販売によるリフォーム工事

・�訪問してきた業者に塗装工事を勧められた。「契約の効力はないからとりあえず署名、捺印するように」としつこ
く言われ、断りきれず応じてしまったが、工事をしたくない。

・�突然自宅に「屋根に隙間が見える」と言って事業者が訪問し、屋根修理をしたが屋根の窓が開かなくなった。直し
てほしい。

・�隣で屋根工事をしている業者から、「お宅の屋根が剥（は）がれているのが見えた。火災保険を使って負担なく修
理ができる」と言われ、契約したが、解約したい。

点検商法
・�排水管洗浄をしてもらったが、作業終了後に業者から「排水管が古く、今回の高圧洗浄で水漏れが起きる危険性

がある。床下点検をしたい」と言われた。応じなければならないか。
・�「下水管の点検に来た」という業者に床下修理を勧められ、見積もりのつもりで書面を交わしたが、実際は契約書

だったことが分かった。解約したいと伝えたが応じてもらえない。
・�訪問してきた業者から「床下が白蟻に喰われている。このままでは家が傾く」と言われ、補強工事などを契約した。

高額なので解約したい。
※「最近の事例」は、相談者の申し出内容をもとにまとめたもの。

出典：独立行政法人国民生活センター　「訪問販売によるリフォーム工事・点検商法」
詳細は右記URLより：http://www.kokusen.go.jp/soudan_topics/data/reformtenken.html（2021年3月8日時点）
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空き家＜空き家所有者実態調査＞

空き家所有者実態調査（国土交通省）は、近年、空き家問題が全国的に社会問題化していることに鑑み、全国
の空き家を所有している世帯に対して、空き家の実態を調査することにより、国及び地方公共団体における空
き家に関する基本的施策を推進する上での基礎資料を得ることを目的とする。

本調査は昭和55年よりほぼ５年ごとに「空家実態調査」として継続的に実施してきたものであるが、平成30
年住宅・土地統計調査（総務省）の調査対象の世帯が回答する調査票に新たに「居住世帯のない住宅（空き家）」
について調査項目が追加されたことから、本調査についても調査対象・方法を見直し、名称を「空き家所有者
実態調査」と改め実施したもの。調査対象は総務省実施の「平成30年住宅・土地統計調査」において「居住世帯
のない住宅（空き家）を所有している」と回答した中から、全国で約１万４千世帯を無作為に抽出した世帯。調
査対象世帯について、住宅地図との照合により所在地等を把握し、令和元年11月～令和2年1月にかけて、郵
送により調査票を配布して調査票の回収及びオンライン回答の受付を実施した。調査対象数：12,151 、有効回
答数： 5,791（回答率：47.7％）。

図1　令和元年空き家所有者実態調査　結果のポイント（1/2）
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(1) 空き家の5割超は腐朽・破損がある。別荘や貸家・売却用等以外の「その他」の空き家では、腐朽・破損がある割合が6割を超える。
(2) 空き家の約4割は、最寄りの鉄道駅から2,000m以上離れているが、貸家用の空き家の約半数は、鉄道駅から1,000m未満に立地。
(3) 所有世帯の約7割は、空き家まで1時間以内の場所に居住。貸家用やその他の空き家を所有している世帯は、比較的近くに居住している

割合が大きく、1時間以内が8割を超える。
(4) 空き家の管理頻度は、「月に1回～数回」の割合が最も大きく約4割。二次的住宅・別荘用の空き家の利用頻度についても「月に1回～

数回」の割合が最も大きく約4割。

(4) 管理頻度・利用頻度

(1) 腐朽・破損の状態 (2) 最寄りの鉄道駅からの距離 (3) 所有世帯の居住地からの所要時間
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※「誰も管理していない」を除く

※本調査は、平成30年住宅・土地統計調査における「世帯が所有する空き家」を対象に実施。複数所有の場合は、代表的な1住宅について回答・集計。
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図2　令和元年空き家所有者実態調査　結果のポイント（2/2）

 出典：国土交通省「令和元年空き家所有者実態調査 集計結果（概要）」
詳細は右記URLより：https://www.mlit.go.jp/jutakukentiku/house/R1_akiya_syoyuusya_jittaityousa.html
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マンションストック＜マンション総合調査＞

マンション総合調査（国土交通省）は、マンション管理に関し、これまでに講じられてきた施策の効果の検証、
必要となる施策の提示を行うための基礎的な資料を得ることを目的として、マンションの管理状況、マンショ
ン居住者の管理に対する意識等を約5年に一度調査している。最新調査結果は平成30年度。修繕工事の実施状
況や専有部分のリフォームの実施状況が把握できる。なお、全国のマンションストック戸数は年次公表されて
おり、下図の通り。最新は令和元年末。

図1　現在の分譲マンションストック総数

出典：国土交通省「平成25年度マンション総合調査」
詳細は右記URLより：https://www.mlit.go.jp/common/001287409.pdf
（全国のマンションストック戸数の図はhttps://www.mlit.go.jp/common/001351557.pdf）
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約１０４万戸

※ １．新規供給戸数は、建築着工統計等を基に推計した。

２．ストック戸数は、新規供給戸数の累積等を基に、各年末時点の戸数を推計した。
３．ここでいうマンションとは、中高層（３階建て以上）・分譲・共同建で、鉄筋コンクリート、鉄骨鉄筋コンクリート又は鉄骨造の住宅をいう。
４．昭和４３年以前の分譲マンションの戸数は、国土交通省が把握している公団・公社住宅の戸数を基に推計した戸数。

○現在のマンションストック総数は約665.5万戸（令和元年末時点）。
○これに平成27年国勢調査による１世帯当たり平均人員2.33をかけると、
約1,551万人が居住している推計となり 、これは国民の約１割にあたる。

新規供給戸数
［左目盛り］

ストック戸数
［右目盛り］
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住宅に対する改善意向 ＜住生活総合調査＞

住生活総合調査（国土交通省）は、住宅及び居住環境に対する居住者の満足度や今後の住まい方の意向等を
総合的に調査し、住生活基本法に基づく住生活の安定・向上に係る総合的な施策を推進する上で必要となる基
礎資料を得ることを目的としている。本調査は、住宅や世帯の実態を把握する住宅・土地統計調査（総務省）と
同年に、５年周期で実施しており、平成30年調査は13回目にあたる（※平成15年までは「住宅需要実態調査」
として実施。平成20年調査からは住宅・土地統計調査との連携を強化し、調査内容の見直しを図り、現在の名
称で実施）。

最新調査年度は平成30年。調査対象数は約10万世帯、母集団及び抽出枠は住宅・土地統計調査から無作為
抽出。

調査結果のポイント①
（1） �住宅・居住環境に対して不満のある世帯の割合(不満率)は堅調に低下。住宅に対する不満率は20年前と比較して半減。
（2） �住宅に対する不満率は、持ち家で約２割。借家で約３割。持ち家・借家のいずれも共同住宅が一戸建て等の不満率を

下回っている。
（3） �住宅・居住環境の個別要素の重要度について、「全世帯」では「治安」「日常の買い物などの利便」、「子育て世帯」では「治

安」「通勤・通学の利便」、「高齢者世帯」では「日常の買い物などの利便」「地震時の安全性」等を重視。重要度の高い項
目の不満率は総じて低い傾向にあるが、「全世帯」の「地震時の安全性」、「子育て世帯」の「収納の多さ、使い勝手」、高
齢者世帯の「高齢者への配慮」等については不満率が高い。
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調査結果のポイント②
（1） �単身世帯（高齢世帯を除く）、子育て世帯の順に住み替え意向が高い（約3割）。今後の住み替え先について、持ち家に

住んでいる世帯の「持ち家」への住み替え意向は、10年で概ね8割から7割に減少。借家に住んでいる世帯は「借家」へ
の住み替え意向が「持ち家」への住み替えを上回る。持ち家の取得にあたっては、既存（中古）住宅の取得意向が10年
で大幅に増加。子育て世帯は共同住宅への住み替え意向が最も低い。戸建てへの住み替え意向を持つ世帯は約7割が
新築住宅を、共同住宅への住み替え意向を持つ世帯は新築住宅と既存（中古）住宅をそれぞれ約4割ずつ希望。

（2） �今後の住み替えの目的は「広さや部屋数」「使いやすさの向上」の順に割合が高い。
（3） �継続居住意向のある持ち家世帯のうち、リフォームの意向のある世帯の割合は、家計主が55 ～ 59歳で最も高く1/3

以上となっている。

出典：国土交通省「平成30年住生活総合調査の調査結果（確報）」
詳細は右記URLより：https://www.mlit.go.jp/report/press/house02_hh_000158.html
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リフォーム実施状況＜住宅市場動向調査＞

住宅市場動向調査（国土交通省）は、住み替え・建て替え前後の住宅やその住宅に居住する世帯の状況及び
住宅取得に係る資金調達の状況等について把握し、今後の住宅政策の企画立案の基礎資料とすることを目的と
して、毎年実施される。今回は平成30年度中（平成30年4月～平成31年3月）に住み替え・建て替え・リフォー
ムを行った世帯を対象として、注文住宅、分譲住宅、既存（中古）住宅、賃貸住宅、リフォーム住宅と住宅の種
類別に調査を行った。リフォームに関しては、三大都市圏を対象に、増築、改築、模様替えなどの工事を実施し
た住宅に住んでいる人が対象。調査票配布数は600件。

リフォームの種類・内容
（1）	リフォームの種類

リフォームを実施した世帯について、実施した工事の内容をみると、「模様替えなど」が 82.9%で最も多く、次い
で「改築」が 7.5%。

図1　リフォームの種類

（2）	リフォームの動機
リフォームの動機は、「住宅がいたんだり汚れたりしていた」が37.8％で最も多く、次いで「台所・浴室・給湯

器などの設備が不十分だった」が22.7％、「家を長持ちさせるため」が20.1％。

図2　リフォームの動機（複数回答）
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（3）	リフォームの内容
リフォームの内容をみると、「住宅内の設備の改善・変更」が34.9%で最も多く、次いで「冷暖房設備等の変更」が

33.4%、「住宅外の改善・変更」が30.9%
図3　リフォームの内容（複数回答）

（4）	リフォーム資金の調達方法
リフォーム資金は平均178 万円で、このうち自己資金は137万円、自己資金比率は76.9%。

図4　リフォーム資金

出典：国土交通省「令和元年度　住宅市場動向調査　報告書」
詳細は右記URLより：https://www.mlit.go.jp/report/press/content/001348002.pdf
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消費者の実態＜住宅リフォームの実施者・検討者に関する実態調査＞

一般社団法人住宅リフォーム推進協議会は、「住宅リフォーム市場の環境整備と需要喚起」を事業目的とし
て、消費者・事業者双方にとって有益かつ健全なリフォーム市場の形成に努めるため、様々な活動を行ってお
り、このほどリフォーム事業者向けに「住宅リフォーム事業者実態調査」、一般のリフォーム消費者向けに「住
宅リフォーム実施者実態把握調査」「住宅リフォーム検討者実態把握調査」を行った。
「住宅リフォーム実施者実態把握調査」及び「住宅リフォーム検討者実態調査」では、リフォームの実施者・

予定者の概要、リフォームに対する意識と行動、リフォーム工事に関する税制優遇措置、制度認知等、リフォー
ム実施者・予定者それぞれについての実態把握を目的として実施している。

なお、予定者については今回が12回目、実施者については初回の実施となる。
※�本調査は回収サンプルの性年代構成比率が市場の構成比率と一致するよう、総務省統計局の人口構成データに基づき、

ウェイトバック集計を行っている。

（1）	リフォームを実施する回数＜実施者・検討者調査＞
リフォームを実施した人のうち、直近実施のリフォームが初回リフォームだった人の割合は49.9％。残りの半数弱の

人が2回以上のリフォームを実施している。
また、現在3年以内にリフォームを検討をしている人についても、検討中のリフォームが初回リフォームになる人が

20.5％、2回目以上になる人が78.5％となっているため、複数回のリフォームを実施する人が多くなっている。このこと
から、一度リフォームをした人が複数回実施することが多いといえる（図1）。

図1　実施者・検討者：リフォーム実施回数
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・ �世帯主の年代別でみると、初回リフォーム実施のピークは40代（61.2％）で、50代以上では年代が上がるにつれて初
回リフォーム実施の割合は下がり、60代以上では38.3％となっている（図2）。

・ �直近に実施したリフォームが初回リフォームだった人の割合をリフォーム実施物件別にみると、物件取得とあわせて
リフォーム実施した人が63.1％（中古住宅取得とあわせてリフォーム実施した人は68.0％）、自己保有物件のリフォー
ムをした人が46.4％。物件取得とあわせて初めてのリフォームを行う人が半数以上を占めている（図2）。

図2　実施者：リフォーム実施回数

（2）	リフォーム検討のきっかけ＜実施者・検討者調査＞
・�リフォームを検討するきっかけは主に老朽化。「設備や機器が古くなった、壊れた」（実施者39.6％／検討者39.7％）、「住

宅構造部分が古くなった、壊れた」（実施者37.8％／検討者34.5％）が上位に挙がる。なお、前回検討者調査でも「設備
の劣化・グレードアップ」（45.8％）が最も高く、老朽化がリフォーム検討のきっかけとなる傾向が続いている（図3）。

・�リフォームを実施した人では、戸建ては住宅構造部分の老朽化（45.5％）、マンションは設備や機器の老朽化（45.4％）
が主なきっかけ。また、世帯主の年代別でみると、若年層は「中古物件を取得」（18.5％）や「間取りやデザインに不
満があったから」（19.1％）が中高年層よりも高い（図3）。

図3　実施者・検討者：リフォーム検討のきっかけ

出典：一般社団法人住宅リフォーム推進協議会「住宅リフォームの消費者に関する実態調査」
詳細は右記URLより：http://www.j-reform.com/publish/pdf/jitsurei-R2-c.pdf



47

Section2  住宅リフォーム需要の現状

リフォーム需要の動向＜性能向上リフォーム等に関するユーザーアンケート＞

性能向上リフォーム等に関するユーザーアンケート（調査主体：一般財団法人 住まいづくりナビセンター）
は、安心・快適な住まいを実現する性能向上リフォームをしやすい環境を整備するため、同団体が運営するリ
フォーム事業者検索サイトの「リフォーム評価ナビ」の利用者でリフォーム検討経験のある方を対象に、性能
向上リフォームの実施実態やニーズ等についてアンケート調査を実施。調査票回答数：426名。

（1）	実施したリフォーム
実施したリフォームで最も多いのは「老朽化した設備の機器交換」（65%）。
一方で、性能向上リフォームの実施状況を見ると、バリアフリーリフォームは13%、省エネリフォームは12%、

耐震改修は7%を占める。性能向上リフォームのいずれかを行った方は全体の26%となる。

図1　実施したリフォーム内容（複数回答）

（2）	性能向上リフォームを実施した理由
性能向上リフォームを実施した理由は、耐震改修とバリアフリーリフォームは「住宅性能に対する不安」、省エネリ

フォームは「経済的メリット」が最も多い。

図2　性能向上リフォームを実施した理由（複数回答）

出典：一般財団法人 住まいづくりナビセンター「「性能向上リフォーム等に関するユーザーアンケート」調査結果」
詳細は右記URLより：https://www.refonavi.or.jp/download/doc/20200529_PressRelease_refonavi.pdf
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リフォーム受注高＜建築物リフォーム・リニューアル調査＞

建築物リフォーム・リニューアル調査（国土交通省）は建築物のリフォーム・リニューアル工事の市場規模
及び動向の把握を目的として、平成20年度より実施している。元請けとして受注した建築物リフォーム・リ
ニューアル工事について、建設業許可業者5,000者に対し調査を実施し、結果を取りまとめた。本調査は「住宅
に係る工事の調査」、「非住宅建築物に係る工事の調査」の2種類からなる。なお、平成30年度調査より調査実
施周期及び公表周期を従前の半期毎から四半期毎に変更し、令和元年度調査より公表時期の更なる早期化を
図っている。最新版は令和2年度第2四半期（2020年度7 ～ 9月期）受注分。

建築物リフォーム・リニューアル工事の受注高
住宅に係るリフォーム・リニューアル工事の受注高の推移は表1の通りである。
また、令和2年度第1四半期・第2四半期（上半期）の住宅に係るリフォーム・リニューアル工事の工事種類別受注件数・

受注高は表2の通り。

表1　リフォーム・リニューアル工事の受注高の推移

（単位：億円，対前年同期比 ％）
住　宅

受注高 前年同期比

平成30年度

上半期 17,200 ▲ 12.6
第１四半期（４～６月） 8,012 ▲ 14.6
第２四半期（７～９月） 9,188 ▲ 10.8

下半期 21,950 18.0
第３四半期（10～12月） 10,726 6.4
第４四半期（1～3月） 11,224 31.6

令和元年度

上半期 18,104 5.3
第１四半期（４～６月） 8,272 3.2
第２四半期（７～９月） 9,833 7.0

下半期 16,839 ▲ 23.3
第３四半期（10～12月） 8,511 ▲ 20.6
第４四半期（1～3月） 8,327 ▲ 25.8

令和2年度
上半期 15,282 ▲ 15.6
第１四半期（４～６月） 6,746 ▲ 18.4
第２四半期（７～９月） 8,537 ▲ 13.2

表2　工事種類別　受注件数・受注高

（単位：件，億円，対前年同期比　％）

工事種類

令和2年度第1四半期住宅に係る工事 令和2年度第2四半期住宅に係る工事
受注件数 受注高 受注件数 受注高

前　年
同期比

前　年
同期比

前　年
同期比

前　年
同期比

計 1,379,727 ▲ 5.8 6,746 ▲ 18.4 1,389,260 ▲ 12.4 8,537 ▲ 13.2
増築 2,998 ▲ 20.1 137 ▲ 36.1 1,902 ▲ 39.3 71 ▲ 48.2
一部改築 9,478 44.1 251 ▲ 3.8 10,912 21.0 309 12.6
改装・改修 446,309 ▲ 6.3 4,695 ▲ 24.1 509,402 ▲ 4.4 6,193 ▲ 19.3
維持・修理 920,942 ▲ 5.8 1,663 3.4 867,044 ▲ 16.7 1,963 12.7
（注） �数値は「計」「増築」「一部改築」「改装・改修」「維持・修理」別に独立して推定しているため、丸め誤差（調査票記載単位千円から億円への

標準単位変換）により、「計」は必ずしも一致しない。

Section3  住宅リフォーム供給の現状
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住宅に係るリフォーム・リニューアル工事について、受注業者の業種別にみると、建築工事業の受注高が第１四半期
4,160億円（表3）、第2四半期5,400億円であった（表4）。

表3　第1四半期　業種別　受注件数・受注高＜住宅＞

（単位：件，億円，対前年同期比　％）

業　　種 調査対象者数（※） 受注件数 受注高
前年同期比 前年同期比 前年同期比

計 60,530 ▲ 6.2 1,379,727 ▲ 5.8 6,746 ▲ 18.4
一般土木建築工事業 2,589 ▲ 9.3 18,361 ▲ 5.9 222 ▲ 10.8
土木工事業 3,155 ▲ 2.7 745 ▲ 54.3 4 ▲ 82.6
建築工事業 33,827 ▲ 5.8 811,516 10.8 4,160 ▲ 18.6
職別工事業 11,868 ▲ 6.1 317,844 ▲ 39.0 1,796 ▲ 21.2
管工事業 4,503 ▲ 10.9 163,072 18.3 445 ▲ 1.6
電気，機械器具設置工事業 4,587 ▲ 5.1 68,189 31.5 118 ▲ 26.4

（注） 復元集計のため、丸め誤差（調査票記載単位千円から億円への標準単位変換）により、「計」は必ずしも一致しない。
（※） �調査対象者数とは、各区分において、住宅に係る建築工事・建築設備工事の実績のあるすべての調査対象者数で、建設工事施工統計調査

から推計したもの。

表4　第2四半期　業種別　受注件数・受注高＜住宅＞

（単位：件，億円，対前年同期比　％）

業　　種 調査対象者数（※） 受注件数 受注高
前年同期比 前年同期比 前年同期比

計 60,530 ▲ 6.2 1,389,260 ▲ 12.4 8,537 ▲ 13.2
一般土木建築工事業 2,589 ▲ 9.3 15,840 19.1 370 ▲ 35.6
土木工事業 3,155 ▲ 2.7 2,562 ▲ 69.7 31 305.1
建築工事業 33,827 ▲ 5.8 724,689 ▲ 8.9 5,400 ▲ 13.2
職別工事業 11,868 ▲ 6.1 354,407 ▲ 38.9 1,886 ▲ 23.8
管工事業 4,503 ▲ 10.9 205,190 48.1 560 24.4
電気，機械器具設置工事業 4,587 ▲ 5.1 86,573 73.8 288 178.1

（注） 復元集計のため、丸め誤差（調査票記載単位千円から億円への標準単位変換）により、「計」は必ずしも一致しない。
（※） �調査対象者数とは、各区分において、住宅に係る建築工事・建築設備工事の実績のあるすべての調査対象者数で、建設工事施工統計調査

から推計したもの。

出典：国土交通省「建築物リフォーム・リニューアル調査報告」
詳細は右記URLより：https://www.mlit.go.jp/report/press/joho04_hh_000951.html



52

Section3  住宅リフォーム供給の現状

建設業の概況＜建設工事施工統計調査＞

建設工事施工統計調査（国土交通省）は、建設業者が1年間に施工した建設工事の完成工事高等を調査し、建
設業の実態、建設活動の内容を明らかにすることによって、経済政策、建設行政等に資することを目的として、
毎年実施されている統計法に基づく指定統計である。建設業許可業者（約47万業者）の中から、約11万業者を
抽出して毎年行っている。本調査では、建設業者数、就業者数、完成工事高、新設と維持・修繕工事別工事高な
どを知ることができる。最新版は平成30年度分。

（1）	業者数
平成30年度に建設工事の実績があった業者数は、19万730業者で、前年度比0.3％の減少となり、大臣・知事許可別、

経営組織別にみると、以下のとおりとなった（表1）。

表1　業者数

（2）	新設工事、維持・修繕工事別元請完成工事高
平成30年度の新設工事、維持・修繕工事別元請完成工事高は、以下のとおりとなった（表2）。

表2　新設工事、維持・修繕工事別元請完成工事高

出典：国土交通省「建設工事施工統計調査」
詳細は右記URLより：https://www.mlit.go.jp/report/press/joho04_hh_000904.html
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大工の賃金＜賃金構造基本統計調査＞

厚生労働省「賃金構造基本統計調査」は我が国の賃金構造の実態を詳細に把握することを目的として毎年行
われている。調査年6月分の賃金等（賞与、期末手当等特別給与額については調査前年1年間）について、同年7
月に調査を行っている。令和元年の大工賃金は以下の通りである（表1）。

表1　令和元年の大工賃金（男女計、男性、女性）
企業規模計（10人以上）

男女計
年齢

（歳）

勤続年数

（年）

所定内実労働
時間数
（時間）

超過実労働
時間数
（時間）

きまって支給する
現金給与額
（千円）

年間賞与
その他特別給与額
（千円）

労働者数

（十人）
所定内給与額
（千円）

42.8 10.9  178  14 320.3 295.8 305.5  1445

男性
年齢

（歳）

勤続年数

（年）

所定内実労働
時間数
（時間）

超過実労働
時間数
（時間）

きまって支給する
現金給与額
（千円）

年間賞与
その他特別給与額
（千円）

労働者数

（十人）
所定内給与額
（千円）

42.9 11.0  178  14 321.4 296.7 305.3  1426

女性
年齢

（歳）

勤続年数

（年）

所定内実労働
時間数
（時間）

超過実労働
時間数
（時間）

きまって支給する
現金給与額
（千円）

年間賞与
その他特別給与額
（千円）

労働者数

（十人）
所定内給与額
（千円）

37.5 7.7  174  4 238.2 226.7 320.4   19

出典：厚生労働省「賃金構造基本統計調査」
詳細は右記URLより：https://www.mhlw.go.jp/toukei/itiran/roudou/chingin/kouzou/z2019/index.html
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新設着工、増築、改築戸数＜建築着工統計調査＞

建築基準法では、建築主が建築物を建築しようとする場合、又は建築物の除却の工事を施工する者が建築物
を除却しようとする場合には、それぞれその旨を都道府県知事に届け出なければならないと定められており

（ただし、10㎡以下の建築物は対象から除外）、建築動態統計は、これらの届出や報告をもとに都道府県の建築
主事等が必要事項を調査票に転記作成して国土交通省に送付する方法により行われている。このうち住宅着工
統計において、住宅の着工状況（戸数、床面積の合計）を構造、建て方、利用関係、資金等に分類して把握する
ことができる。

新設住宅着工戸数
令和2年度の新設住宅着工戸数は81万5,340戸。前年度比ではは9.9％減となり、4年連続の減少（図1）。新設住宅着工

床面積は66,454千㎡で前年比11.2％減、4年連続の減少となった。

図1　新設住宅（戸数・前年比）

図2　新設住宅着工戸数の推移（総戸数・利用関係別）

出典：国土交通省「建築着工統計調査」
詳細は右記URLより：https://www.mlit.go.jp/report/press/joho04_hh_000960.html
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事業者の実態＜住宅リフォーム事業者実態調査＞

一般社団法人住宅リフォーム推進協議会は、「住宅リフォーム市場の環境整備と需要喚起」を事業目的とし
て、消費者・事業者双方にとって有益かつ健全なリフォーム市場の形成に努めるため、様々な活動を行ってい
る。当協議会では、このほどリフォーム事業者向けに「住宅リフォーム事業者実態調査」、一般のリフォーム消
費者向けに「住宅リフォーム実施者実態把握調査」「住宅リフォーム検討者実態把握調査」を行った。
「住宅リフォーム事業者実態調査」では、リフォーム事業者の概要、工事実績や売上高、従業員数、税制優遇

制度の情報入手の仕方等、リフォーム事業者の実態を目的として実施しており、今回が3回目の実施となる。

・�今回の回答事業者の業種は「工務店」（48.8%）と「リフォーム専業」（24.9%）で7割強を占めている。前回調査では、 
「工務店」（60.7%）が6割を占めている（図１）。 

・�本社所在地は「関東」（31.4%／前回25.4%）、「近畿」（11.2%／前回12.9%）、 「東海」（11.0%／前回11.9%）の順に多い（図2）。 
・�居住用物件のリフォーム工事の直近1年間の売上高は「1億-5億円未満」（35.3%）の割合が高い（図3）。 
・�居住用物件のリフォーム工事の直近1年間の工事件数は「10-100件未満」（43.8%）の割合が高い（図4）。

図１　業種

図２　本社所在地

図3　年間売上高

図4　年間工事件数
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・�建設業許可は「一般」（75.9%）、「特定」（22.4%）で計98.3%の事業者が取得しており、昨年度事業者調査（92.6%）から上
昇傾向（図5）。

・建築士事務所登録は「有り」が63.1%で、昨年度事業者調査（59.0%）から上昇傾向（図6）。 
・�リフォーム工事の保証書発行については「発行している」（30.1%）、「一部発行していない」（9.1%）で計39.2%の事業者

が発行しており、昨年度事業者調査（35.3%）から上昇傾向。保証書の発行については、50万円以上の年間工事件数が
100件未満の事業者では32.2％が発行しているのに対し、100件以上の事業者では68.6%が発行している。各事業者で
保証書発行における最低金額を設けていることが、発行率の違いの要因と考えられる（図7）。

 
図5　建設業許可

図6　建築士事業所登録

図7　リフォーム工事保証書発行

出典：一般社団法人　住宅リフォーム推進協議会「住宅リフォームの事業者に関する実態調査」
詳細は右記URLより：http://www.j-reform.com/publish/pdf/jitsurei-R2-b.pdf
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コロナ禍のリフォーム需要
＜コロナ禍によるリフォーム需要の変化と事業者のIT活用状況に関するアンケート＞

コロナ禍によるリフォーム需要の変化と事業者のIT活用状況に関するアンケート（調査主体：一般財団法
人 住まいづくりナビセンター）は、同団体が運営するリフォーム事業者検索サイトの「リフォーム評価ナビ」
の登録事業者を対象に、コロナ禍によるリフォーム需要の変化や、リフォーム事業者のIT活用状況に関する実
態等についてアンケート調査を実施した。調査票回答数：180社。

コロナ禍によるリフォーム需要の変化
コロナ禍によるリフォームの売上高は、「減った・大きく減った」42%、「どちらとも言えない」43%で、売上が減った会

社が約４割を占めた。エリア別による顕著な違いは見受けられない。会社の規模別に見ると、売上高を増やした会社は、
会社の規模が小さいところ（資本金3,000万円未満、リフォーム売上高1億円未満、従業員数5名以下）で多くなっている。

図１　コロナ禍による、前年と比べたリフォーム売上高の影響

コロナ禍により、自社のIT活用方法は「インターネットを活用した集客に注力するようになった」51%、「お客様との打
合せ時に、オンラインを活用する機会が増えた」22%と、インターネットやオンラインを活用する会社が増えている。

図２　コロナ禍による、自社のIT活用の変化（複数回答）

出典： 一般財団法人住まいづくりナビセンター「 「コロナ禍によるリフォーム需要の変化と事業者のIT活用状況に関するアンケート」調査結果」
詳細は右記URLより：https://www.refonavi.or.jp/download/doc/20201009_PressRelease_refonavi.pdf
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買取再販＜不動産税制に係る消費者実態調査＞

公益社団法人全国宅地建物取引業協会連合会（以下全宅連）では、2020年3月に、国民の住宅取得支援等のた
めの不動産税制等実態調査を実施した。調査方法は、全宅連のモニター会員を対象にアンケートを郵送（有効
発送数996件、回答は494件、回答率49.6%）。

（1）	自ら売主となった中古住宅買取再販の有無について
過去1年間に自ら売主となって不動産の買取再販を行った案件はあったかという質問を行った。

「あった」が30.2％、「ない」が69.4％、「無回答」0.4％であった（図1）。

図1　自ら売主となって不動産の買取再販をおこなった案件はあったか

（2）	自ら売主となった不動産買取再販の件数について
前述の（1）で「あった」と回答した事業者に対し、自ら売主となった買取再販の戸数は過去1年間でどのくらいあっ

たか？また、そのうち改修リフォームを行って販売した戸数はどのくらいあったか？という質問を行った（図2）。

図2　自ら売主となった買取再販の戸数について

出典：公益社団法人全国宅地建物取引業協会連合会「令和3年度不動産税制等に係る消費者実態調査」
詳細は右記URLより：https://www.zentaku.or.jp/about/questionnaire/
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住宅景況感＜経営者の住宅景況感調査＞

一般社団法人住宅生産団体連合会では、平成5年10月から法人会員に対してアンケートを依頼。低層住宅に
関する「経営者の住宅景況感調査」を年4回実施している。本調査は住宅の受注動向をタイムリーに、かつ的確
に把握し、その情報を広く社会に提供することを目的に実施されている。最新調査は令和3年1月。調査対象は
住団連及び、住団連団体会員の会員企業16社の住宅の受注動向を把握している経営者で、回答数は15社。

（1）	実績
リフォームの受注実績に関する景況感指数（受注金額）は＋23ポイントと、前期に続き２期連続のプラスとなった。
コメントも「大型リフォームの増加」（類似コメント含め２件）、「完全予約の設計相談会、オンラインセミナーの実施

等による集客と成果」、「オーナー様からの受注増加」等、戸建注文住宅に較べ新型コロナウイルス感染症の影響からの
脱却しつつある状況が窺えるものが多い。半面、新型コロナウイルス感染症の影響による行動抑制やマインドダウンに
より、前年同期よりも落込んだとのコメントもあった。

（2）	見通し
リフォームの受注見通しに関する景況感指数（受注金額）は△33ポイントと、今期実績のプラスからマイナスに転ず

るとの見通しとなった。
コメントも、僅かながら「オンライン活用の販促活動による受注に注力」といった積極的なコメントも見られたもの

の、多くは「２度目の緊急事態宣言による影響で実績はマイナスになる見込み」（類似コメント含め５件）、「先行きの見
通しが困難」（類似コメント含め３件）、「外出自粛による大型案件の商談長期化の懸念」等の悲観的なものとなった。

図1　令和3年1月度　各社経営者による住宅景況感指数の推移（リフォーム受注金額）

出典：一般社団法人住宅生産団体連合会「経営者の住宅景況感調査」
詳細は右記URLより：https://www.judanren.or.jp/activity/proposal-activity/report01/202101/index.html
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